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資料紹介
スペイン経済：1983年―スペイン銀行
「年次報告』より＊一一
楠
?
義
はしがき
スペイン現代史は実に興味深いものがある。第一に挙げられるのは， 「スペイン内戦」
(1936年~39年）で反乱軍（ナショナリスト）を指揮した，ヒットラーの盟友でもあるフ
ランシスコーフランコの「遅れた政治体制」のもとで， 1960年代に「スペインの奇跡」っ
まり「高度経済成長」が達成されたことであろう。しかしこうした皮肉な事態は，スペイ
ンに特異なものではなく，韓国・台湾などのアジア NICsやわが日本にも一ー経済成長
の到達度と政治的社会的非成熟度とのアンバランスという点では一一見られるような気が
する。ともあれ，これは今後の解明がまたれる研究テーマである。第二には，フランコ政
権末期-{/Jt(l)ffiJJ-C-i!b-::>tuH.7.='JJ vi:r=7•7 :.,:z1i"f§(7)1Jrili!: (73年12月）前後から
フランコ自身の病死 (75年11月）に至る時期—~に，石油ショックによる経済危機が重な
った結果，スペインは大混乱の一時期をむかえた。傍観者的な言い方をすれば， 4~間も
待たされた民主制の生みの苦しみと，「トリレン」（失業・インフレ・赤宇の同時発生）を
もたらした石油危機の克服という壮大なスペクタクルが眼前に展開されたのである。こう
した政治・経済の二重の危機に直面して，まず，前者の解決にむけて一連の手順がふまれ
た。 77年6月の41年ぶりの民主的総選挙， 7艇!=-12月の国民投票による「新憲法」の承認，
そして独裁者フランコの死後わずか7年で誕生した，フェリペーゴンサレスの社会労働党
政権とその長期安定化。これは，右から左への体制の着実な変革であり，その社会のふと
ころの深さを窺わせる見事な転身というべきであろう。しかし，その反面で， 82年12月に
登場したばかりのゴンサレス政権が受け継いだスペイン経済の実状は，政治的社会的諸問
＊本稿は， 1989年度の関西大学・学術研究助成基金による共同研究（テーマ：「南欧
NIESと東アジア NIESの経済・社会発展の比較研究」）の成果の一部である。
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題の解決が優先的に図られた結果とはいえ，暗い長いトンネルのまっただ中にあった。こ
のような歴史的な状況を経済的事実に則して伝えている，ひとつの資料を紹介しよう。
なお，この年のスペイン銀行「年次報告： 1983年版」 lnformeAnual 1983の目次は，
以下のとおりであり，小稿はその第2章を訳出したものである。
第1章国際経済
1節 1983年の世界経済の推移
1. 1 生産，雇用，物価
1. 2 世界貿易と経常収支
1. 3 1983年の諸経済政策
1. 4 1984年の見通し
2節 1983年の国際信用市場の推移
2. 1 ユーロ信用市揚
2. 2 外国債券市場
2. 3 利子率
3節 1983年の為替市場と金市場
3. 1 外為市場と金市場の推移
3. 2 ペセタの為替レートの推移
第2章スペイン経済
1節 1983年のスペイン経済 殷的特徴
2節生産，需要，物価，雇用
2. 1生産
2. 2 需要
2. 2. 1 国内需要
2. 2. 2 外国需要
2. 3 物価と生産コスト
2. 4 生産諸要素の利用：雇用
3節公共部門
3. 1 歳入
3. 2 歳出
第3章金融政策
1節 1983年の金融政策の展開
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本書 144ページ
144 11 
153 11 
153 11 
164 II 
164 II 
175 11 
183 II 
194 II 
200 II 
204 II 
207 II 
スペイン経済： 1983年—スペイン銀行『年次報告」より――- (楠） 143 
2節国内信用
3節通貨管理の問題と介入メカニズムの変化
第4章スペイン経済のファイナンス
1節スペイン経済の金融面の不均衡
2節利子率の推移
3節政府部門のファイナンス
4節民間部門のファイナンス
5節諸金融機関
6節 スペイン経済の外国からのファイナンス
付表金融制度にかんして採択された主な法令〔1983年1月~1984年3月〕
なお，本書に付属してB5版191ページからなる「年次報告・統計編」 lnformeAnual 
1983/ Apendice Estad細 coも刊行されていることを付記しておこう。
略号一覧
ANFAC: Asociaci6n Nacional de Fabricantes de Autom6viles. y Camiones. 
全国乗用車・トラック製造業連盟
BE : Banco de Espana スペイン銀行
CAMPSA : Compania Arrendataria del Monopolio de Petr61eos, S. A. 
DGA : Direcci6n General de Aduanas. 
EPA : Encuesta poblaci6n activa. 
FEC : Fondos de Empleo Comunitario 
INE : Institute Nacional de Estadistica, 
石油専売株式会社
税関庁
労働力調査
共同雇用基金
国民統計協会
MOPU : Ministerio de Obras Publicas y Urbanismo. 
公共事業・都市整備省
OFICEMEN : Agrupaci6n de Fabricantes de Cementa de Espana. 
スペイン・セメント製造業連合会
SEOP AN : Asociaci6n Empresas Constructoras de Ambito Nacional. 
全国建設企業連盟
UNESID : Union de Empresas Siderurgicas. 製鉄業連合
なお，〔 〕は原書のカッコを，（ ）は訳者による加筆を示す。
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スペイン経済
1. 1983年のスペイン経済—一般的特徴
1980年に始まった世界経済の縮小過程が終息して，回復の兆しが現われた一一それは，
ヨーロッパではまだ弱々しかったとはいえ，アメリカ合衆国では力強かった―ことは，
1983年のスペイン経済にも好影響をあたえた。外国からの大きな刺激は，対内および対外
の金融面の不均衡削減を目指した経済政策と組合わさって，スペインの経済活動を持続的
に回復させうる状況を出現させた。そうした結果，①生産の実質成長率がより大きくな
り，③インフレ率はわずかながら低下し，⑧経常収支の赤字が大幅に縮小し，そして④前
年をつうじて為替市場を支配していた圧力が除去されたのである。だが，改善の兆しは，
投資や雇用にまで及ぶことはなかった。もっとも，生産的固定資本形成の構成面からみた． 
投資も，最も衰退した部門である工業における雇用も，その低下率は前年よりもましにな
った。他方，懸案の不調整（不均衡）は，直接・間接に（公共）支出と公共赤字にたいし
て圧力をかけ続けた。それゆえ， 1983年に公共赤字が比較的抑制されたからといって，そ
れでもって公的収支における不均衡の急増傾向が克服されたものと考えてはならない。こ
の問題は，他の経済政策の分野にたいしてもスペイン経済の回復と成長の可能性にたいし
ても，重大な影響力をもっているのである。
スペイン銀行の調査・研究局の推計によれば，スペイン経済の国内総生産GDPは1983
年に実質で2.2彩増加した。この伸びは1982年の実績〔1.2彩〕よりもかなり高く，また
OECDのなかのヨーロッパ諸国が全体として達成した伸び〔1彩〕に比べても勝ってい
る。供給側における1983年の最も際立った特徴は，前年に記録された0.6彩の後退とは対
照的な3彩にのぽる工業付加価値の増加であった。第一次産業とサービス業の付加価値は
それぞれ4彩と 2彩伸びたが，建設業では推定で1.5彩の後退が生じた。
需要側で，経済活動への主たる刺激は外国部門から現出したが， GDPの成長にたいす
るその寄与度は一一前年のたった0.5彩ボイントにたいして一ー1.5彩ボイントであった。
それに力を貸したのは， 輸入のわずかな後退〔ー0.6彩〕と， とりわけ財・サービス輸出
の力強い実質成長〔7.6彩〕であった。こうした有利な推移の原因は， 第一にペセタの減
価による競争力の大幅な向上と，第二にその (83)年が深まるにつれて徐々に持ち直した
輸出市場に求められる。その反面， 国内需要の基調は依然として脆弱であり， 1983年に
おけるそのささやかな伸びは， GDP の成長にたいして一~前年とほぼ同じーーたった
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0.7彩ポイントの寄与をしたにすぎなかった。刺激要因は，民間および政府の消費需要に
見られたが，総資本形成のほうはあらたな後退を記録していた。同年第I四半期にとくに
著しかった民間消費の伸びは， 0.6%の実質可処分所得の上昇に支えられていたが，他方
で公共部門の実質可処分所得には一＿租税ならびに社会保障の給付と負担の（総合）作用
によって計ると一ー純マイナス効果が生じていた。公共消費（の伸ぴ）は，財・サービス
の購入が増加したために，計画された程は鈍化しなかった。総固定資本形成のほうは，フ゜
ラントと建設の二大項目において新たな後退がみられた。プラント（投資）は前年に比べ
て低下率をわずかに縮小したが，その原因は，主として旧式の設備の取替えに関連した一
般機械への投資がより有利な動きを示したからである。一方，輸送機器（への投資）はひ
どい低迷状態にあった。そして建設（投資）は，前年の停滞にたいして（この年）後退を
記録したが，それは，公共事業があまり拡張的な動きを見せず，他方で住宅部門がひきつ
づきーー自由な（助成なしの）民間住宅建設においても，とくに助成付きの公共住宅建設
においても—非常に落ち込んでいたからである。
1983年全体をつうじて， GDPの成長にたいする公共部門の寄与度は， 1982年の1.3彩
ボイントに対して 0.7飴ボイントであったが，これは，公共消費〔その寄与度は， 1982年
の0.7ポイントから15)83年には 0.5ボイントヘ低下〕と，とくに公共投資〔同じ<,0.6ボ
イントから 0.2ボイントヘ低下〕をつうじてもたらされたものである。 1982年に公共部門
の寄与度は，これらの消費需要と投資需要をつうじて非常に力強く高まっていた点を想起
すべきである。 ともあれ， こうした結果， 1983年の GDPの成長にたいする国内民間需
要の寄与度はゼロになった〔1982年は一0.5ポイント〕。その内訳は，消費をつうじて 0.5
ボイント〔1982年は 0.4ボイント〕，そして投資をつうじて一 0.5ボイント〔1982年は一
1.0ポイント〕ということになる。
1983年における実質 GDPの推移の時間的な特徴について，全体としてそれが2.2彩成
長したのは，上半期における 3形前後の成長と下半期の 1.5彩の成長の結果であると言え
よう〔いずれも前年同期比で示した彩〕。年初の数力月間に経済活動を刺激したのは，
消費需要と短期的に生じた在庫の更新であった。その後，年末までその肩代わりを演じた
のは輸出であった。
i983年をつうじて経済活動水準に見られた改善は，インフレ率の鎮静化を伴っていた。
それは，消費者物価で計って， 1982年の年平均14.496から1983年には12.2形へ低下したの
である。インフレ（率）の低下プロセスは， 製品の大（分類）グループごとに異なった
影響を与えた。つまり，いくつかのグループについては低下への強い抵抗が見られ，かつ
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2-1表主なマクロ経済指標： 1983年
単位： 10億ペセタ，彩
1982 1983 変化率 GDP 
時価表示闊霜纂I時価表示 実質 i価格 1名目 庄
1. 民間消費 13,901.0 13,998.3 15,720.1 〇.1 12.3 13.1 0.49 
2. 公共消費 2,405.? 2,504.3 2,808.3 4. 1 12.1 16. 7 0.50 
3. 総資本形成 3,917.3 3,858.6 4,383.4 -1.5 13.6 11.9 -0.30 
固定資本 3,852.7 3,794.0 4,310.5 -1.5 13.6 1. 9 -0.30 
建 設 2,569.2 2,536.2 2,876.0 -1.3 13.4 11.9 -0.17 
プラント 1,283.5 1,257.8 1,434.5 -2.0 14.0 1. 8 -0.13 
在庫変動 64.6 64.6 72.9 - 0.0 
4. 国内需要〔1~3〕 20,224.0 20,361.2 22,911.8 〇.1. 12. 5 13.3 0.69 
5. 財・サービス輸出 3,635.9 3,912.2 4,654.0 ?.6 19.0 28.0 1.39 
6. 財・サービス輸入 3,9?9.8 3,955.9 4.?8?.? -0.6 21. 0 20.3 0.12 
7. 経常海外余剰〔5-6〕 -343.9 -43.? -133. 7 - 1.51 
8. 国内総生産〔市場価格表示〕 19,880.1 20,317.5 2, 78. 1 2. 2 12.1 14. 6 2.20 
9. 第1次産業 1,212.3 1,260.8 1,340.2 4.0 6.3 10.6 0.26 
10. 非農業部門 17,561.4 n.m.2 20,048.3 2.0 11.9 14. 2 1.90 
工 業 5,265.1 5,423.1 6,019.6 3.0 11.0 14.3 0.84 
建設業 1,375.2 1,354.6 1,518.5 -1.5 12.1 10.4 -0.11 
サービス業 10,921.1 11,139.5 12,510.2 2.0 12.3 14.6 1.16 
1. 国内総生産〔要素費用表示〕 18. 13. 1119. 18. o 21,388.5 2.2 11.5 13.9 2.15 
12. 純間接税 1,106.4 - 1,389.6 I 
出所〕 BE. 
年央の数力月間にその傾向を強めて，秋以降のインフレ圧力の増大にみちを開いたのであ
る。また食料品―とくに未加工食料品—は，年末の数力月間に騰勢を記録したもの
の，消費者物価総合指数を抑制するうえで決定的な貢献をした。さらにサービス価格：の
一少なくともその一部の一一貢献もかなりなものであったが，この場合も年末の数力月
間にインフレ圧力の再発が鍛察された。 1983年に，価格上昇率の鈍化に最もつよい抵抗を
示したのは工業製品価格であった。こうしたインフレ（抑制）への抵抗は，一般的に言っ
て①生産性に改善が見られたにもかかわらず，製品単位当たり労働コストの上昇が非常に
わずかしか抑制されなかったことと，Rペセタの減価の影響が，大半の輸入価格をつう
じて現れたこと〔ペセタ建てで（平均） 21.0%の上昇〕， そして⑧輸出価格が有利化（上
昇）したことを反映している。これらの要因は， 1983年にスペインのインフレ率が鈍化し
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2-2表経常収支
単位： 100万ドル
1982 〔a〕 1983 〔a〕
受取！支払l収支尻 受取i支払i収支尻
貿易収支 21,332.1 30,513.0 -9, 180. 9 20,832.6 28,234.2 -7,401.Ei, 
貿易外収支 13,482.6 10,099.7 3,382.9 12,774.9 9,077.2 3,697.-7 .
運賃・保険料 2,793.2 2,323.6 469.6 2,765.2 2,196.1 569.1 
旅行収支 7,130.9 1,009.2 6,121.7 6,836.9 895.1 5,941.8 
投資収益 1,667.8 4,089.9 -2,422.1 1,109.7 3,436.4 -2, 353. 7 
政府間取引 120.0 336.0 -216. 0 113.0 342.0 -229.0 
技術援助•特許権使用料 143.2 711.4 -568.2 127.7 622.9 -495.2 
その他のサービス 1,627.7 1,629.6 -2.1 1,822.4 1,557.7 264.7 
移転収支 1,815.1 234.2 1,580.9 1,504.0 333.4 1,170.6 
経常収支 36,629.8 40,846.9 -4,217.1 35,111.5 37,644.8 -2,533.3 
出所〕 Ministerio de Economia y Hacienda. 
a〕暫定値。国際収支の作成方法に変更が生じたために， 1982年と1983年の数値は，そ
れ以前のものと比較できない。
2-3表経常収支
単位： 10億ペセタ
1982 〔a〕 1983 〔a〕
受取l支払l収支尻 受取 1支払i収支尻
貿易収支 2,341.1 3,354.4 -1,013.3 2,996.4 4,041.6 -1,045.2 
貿易外収支 1,485.0 1,113.6 371. 4 1,832.1 1. 287. 3 544.8 
運賃・保険料 307.2 255.1 52.1 397.1 313.6 8.35 
旅行収支 787.6 111. 6 676.0 990.0 128.6 861.4 
投資収益 181.6 450.4 -268.8 157.7 495.3 -337.8 
政府間取引 13.2 37.0 -23.8 16.2 49.1 -32.9 
技術援助•特許権使用料 15.7 79.0 -63.3 18.3 88.3 -70.0 
その他のサービス 179.7 180.5 -0.8 253.0 212.4 40.6 
移転収支 199.9 25.7 174.2 215.6 47.8 167.8 
経常収支 4,026.0 4,493.? -467.7 5,044.1 5,376.7 -332. 6 
出所〕 Ministerio de Economia y Hacienda. 
aJ暫定値。国際収支の作成方法に変更が生じたために， 1982年と1983年の数値は．そ
れ以前のものと比較できない。
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たにもかかわらず，先進諸国全体のそれに比べれば依然として〔消費者物価で計った年平
均で〕約7%ボイントも上回り続けたことの主たる直接的原因なのである。一国経済の国
内的インフレ圧力の指標としてはおそらく最良の GDP〔市場価格表示〕デフレーター
は， 1982年の13.4%から1983年には12.1%へその上昇率を低下させた。
金融面の不均衡は，スペイン経済の内部においても，また外国部門においても緩和され
た。ペセタの減価によって為替市場の圧力が除去され，またすでに指摘した輸出入の動き
によって貿易赤字が17億8000万ドル削減され，経常収支の赤字幅も1982年の42億1700万ド
ルから1983年には25億3300万ドルに縮小した〔2-2表と 2-3表〕。かくて， 経常収支の
赤字は， 1982年に GDP〔市場価格表示〕の2.2%を占めていたが， 1983年にはその1.4%
にとどまった。スペイン経済の資本（調達）勘定とファイナンスを明示した 2-4表か
ら，こうした国際収支の改善の意義が評価できる。経常収支の赤字は，諸外国からの純借
入に他ならないが，これは，民間部門の—貯蓄と投資の差によって決まる一資金余剰
とも相まって，公共部門へのファイナンスを可能にした。これまで公共部門の純ファイナ
ンスの必要性〔対GDP比〕に見られた急増は，1983年になってかなり緩和された。他方，
2-4表 資本（調達）勘定と経済のファイナンス
対 GDP〔市場価格表示〕比：形
I 1979 I 1980 I 1981 I 1982 I 1983 
資本勘定
A. 総国内貯蓄 20.4 18.8 18.2 17.5 H-8 
家計・企業部門 17.6 15.9 、 15.6 17.6 17.4 
金融機関〔a〕 1.5 1. 6 1.9 1.6 2.0 
公共部門〔a〕 1.3 1. 3 0.7 -1.7 -1.6 
B. 外国からの純借入 -0.3 2.4 2.5 2.2 1. 4 
C. 総資本形成〔A+B〕 20. 1 21.2 20.? 19. 7 19. 2 
金融勘定
1. 民間部門の総貯蓄 19.1 17.5 17.5 19.2 19.4 
2. 民間部門の総投資 18.3 19.4 18.7 17.1 16.4 
. 3.民間部門の純融資能力〔1-2〕 0.8 -1.9 -1.2 2. 1 3.0 
4. 公共部門の総貯蓄〔a〕 1. 3 1. 3 0.7 -1.7 -1.6 
5. 公共部門の総投資〔a〕 1.8 1.8 2.0 2.6 2.8 
6. 公共部門の純融資能力〔4-5〕 -0.5 -0.5 -1.3 -4.3 -4.4 
7. 外国からの純ファイナンス〔3+ 6〕 -0.3 2.4 2. 5 2. 2 1.4 
a〕スペイン銀行は公共部門に含まれるので，金融機関のなかには現れていない。
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民間部門の総国内貯蓄における改善とその総投資における新たな後退が並行して記録され
たために，民間部門の純ファイナンス（融資）能力は高まった。かくて，この（民間・公共）
両部門での進展の結果，経常収支の赤字の GDP比は，低下することになったのである。
全体として1983年には，①工業諸国で観察された再活性化の要素から主として剌激をう
け，また③為替レートの推移に起因する，スペインの財・サービスの対外競争力の向上に
もめぐまれて，わずかながら経済活動に改善が見られた。内需の上昇はひどくゆっくりし
ており，国内投資は依然として周知の低迷状態にあった。経済活動は（若干）改善された
けれども，雇用の下降傾向にブレーキを掛けるには至らなかった。雇用は，工業における
就業機会の縮小率が〔1982年の一5.6%から1983年には一2.4%へ〕著しく鈍化したにもか
かわらず， 0.9%〔1982年には1.2%〕低下したのである。そこで，失業率は1983年末に労
働力人口の18.4%になった。この年の末には，すでに指摘したように，経済活動のあらた
な改善＿それは1984年第 1四半期にも持続されたと思われる一ーが観察された。実際，
企業の実態調査は好ましい推移を示しており，また電力消費は前年同期に比べての急増
〔8.4%〕を同年第 I四半期に記録している。主たる剌激は依然として一ー1984年第I四
半期に，商品輸出がペセタ建てで51.5彩も前年同期に比べて伸びた一ー外国部門に由来し
ていた。こうした伸びには， 83年の同期に外国への販売が低迷していたことの影響が現れ
ており，したがって1984年全体にそれを厳密に当てはめることは出来ないものの，その年
をつうじての世界（経済）の回復によって，引き続きスペイン経済が大きく力づけられる
であろうことは，ほとんど疑問の余地がない。もうひとつの剌激は，何年も農業で不作が
続いたのちにやっと恵まれた豊作に由来していることも，まず間違いない。こうした状況
のもとでは比較的容易に， ① GDPの実質成長率が政府の目標値である 2.596を達成し，
また③経常収支の赤字は取引（時点）タームで約6億ドル削減されるものと思われる〔1〕。
1984年をつうじてペセタが減価する見通しはないので， 1983年にあれほど大きかった輸入
価格の高騰によるインフレ（輸入インフレ）の要素は除去されるであろう。そして，この
ことは， 〔労働協約にたいして政府が示した賃上げ幅を超えてはいるものの〕貨幣賃金の
上昇率が抑制されたことと相まって，消費者物価の年平均上昇率を＿既定の金融政策を
維持しながら一ー10彩前後に引き下げることを可能にするであろう。
1〕現金（決済）タームで見ると，経常収支赤字の削減は，取引（時点）タームよりも大
きくなるであろう。 1984年第 I四半期にこの赤宇は，現金（決済）タームでは前年同
期の18億7500万ドルに対して 3億8700万ドルであった。 ・
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しかしながら，短期におけるこれらの有利な展開（のみ）を見て，それらを取り巻く脆
弱な要素や，それらが持続的な拡張過程において強固になるのを困難にしている障害を看
過してはならない。市場の硬直性・重い社会（保障）経費・悪い資源配分といった形態を
採っているこうした障害は，直接的あるいは間接的ルートをつうじて公共支出に影響して
おり，また最終的には公共部門の大きな赤字とファイナンスの必要性に表明されている。
それゆえ，成長の潜在能力と雇用の創出という基本的な問題（意識）から公共赤字を，近
頃スペイン経済で提起されている最も重大な障害として指摘することは，その赤字こそス
ペイン経済の将来を危険にさらす非伸縮（硬直）性と混乱を，全体として表明したものに
他ならないと示唆することに等しい。
経済の総生産に占める公共赤字〔対GDP比〕の伸びは 1983年に抑制され，その比率は
前年の突出 (1981年の3.2%から 1982年の5.6彩へ）の後， 5.9彩にとどまった。非金融公
共収入（歳入）の対 GDP比は， 1.4彩ボイント伸びて GDPの32.2彩に達したのに対し
て，非金融公共支出（歳出）は1.7彩ボイント増えて GDPの38.1彩にのぽったが，これ
を押し上げた要因としては，①公共消費や，②社会（保障）支出，そしてとりわけ⑧経営
補助金と資本移転支払ー一その大口の受益者は公企業である~ ④ （公共）赤字のフ
ァイナンスに付随する負担としての利払いーーただし， 「予算」のなかの利払いの項目に
はスペイン銀行による支払分は含まれていない一ーが挙げられる。
政府部門とスペイン銀行を統合すれば， 1983年に公共赤字は，総可処分国民所得の7.1
％に達し，その他の国内経済諸部門〔民間部門と，スペイン銀行以外の金融機関〕の貯蓄
の36%に相当した。こうした数値のもつ意義は，①その他の国内経済諸部門の貯蓄／総可
処分国民所得の比率が1983年に， 1965年~74年の期間に達成された比率〔平均19.7彩〕と
非常に似かよった比率〔19.9彩〕を記録した点や，②その1年間に（上に示した (BEを
包む）広義の〕公共部門は，この数年らい行われてきたように強く（貯蓄を）吸い上げた
のではなく（逆に）平均して 2.4彩の追加的な国内貯蓄をスペイン経済にもたらした点を
考慮に入れれば，一層際立つであろう。この数年らい執拗に増大した赤字の最も明らかな
影響は，政府部門の負債の急増に見られ，そればこの5年間に「公的（政府）信用」への純
（ネット）持ち出しでみると50後また総（グロス）持ち出しでみても35.4彩の年率で増え
たのである。このことは，スペイン経済のファイナンスが民間部門を犠牲にして公共部門
に急速にシフトしたことを意味しており，それは究極的に次のような事実にあらわれてい
る。すなわち，スペイン経済の他の非金融部門の利用に供される〔株式を除いた〕グロス
の金融資金全体のうち公共部門が占める割合は，1978年に13.7彩，また1982年には22.5彩，
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そして1983年には26.6彩になり，それと裏腹に民間部門が占める割合は後退したのである。
この『年次報告jの3章と 4章では，こうした公共部門へのファイナンスの必要性の強
い増大が，近年，貨幣市場や金融市場のみならず，金融政策の展開にも及ぼした圧力と問
題点について検討されている。 1983年に公共赤字の増大（傾向）がこの数年来に比べて小
康を得たものの，公共（収支）勘定の不均衡をやむなく剌激したり拡大している諸要因が
統御されたと考えるべき理由は何もない。問題の諸要因は，単に循環的で一時的なものか
ら大幅にはみ出しており，したがって経済が持続的に回復しても自動的に消失することは
ないであろう。そうした要因が執拗に作用するかぎり，公共赤字はその増大（傾向）の抑
制に大いに抵抗しつづけるだけでなく，その肥大化へのみちを歩み続けるであろう。そし
てこのことは，経済の持続的な回復への障害として作用し，さらに対内・対外の均衡を金
融面で再現しようとする努力をも妨げることになろう。
巨額で執拗な公共赤字は，負債を累増させる効果をもち，そのファイナンス（の在り
方）についてもますます大きな問題を提起している。中・長期の貸付資金市場に公共資金
を引き受けさせるために払われた努力が如何に大きくても，そうした努力の成果は部分的
で結局一一民間ボートフォリオ（金融資産の構成）を満足なものにして民間部門の貯蓄の
伸び率を高めるという点で一一限界を有するものであった。そこで不可避的に，公共赤字
をファイナンスするには，より短期の市場に負担がかかることになり，また，過剰な流動
性を生み出す傾向が生じてきた。この過剰流動性を除去するには，①強制的（預金準備）
率を適用するか，R市場で成立している条件で，金融機関のボートフォリオに公債を組み
入れさせるか，③その両方を同時に行う，ことが必要である。これらの方途のいずれを採
るにしろ，一方で民間部門の犠牲において信用システムの資金を公共部門へ流用するやり
方が出来上がりつつあり，他方で経済の不均衡を糾すことのできる金融政策を維持するた
めの戦いが行われつつある。しかしそうした市場に公共赤字が強くて増大する圧力をかけ
続けているとすれば，公共部門へ資金がシフトし，通貨管理もあてにならず，また公共部
門のファイナンスにコストが掛かることから，状況は日増しに困難になっていき，ついに
は貨幣（管理）規律がおそらく犠牲にされるであろう。それゆえ，公共（収支）勘定に増
大する強い不均衡が存続すれば，インフレ...:..ションにたいする持続的な戦いへの信頼は掘
り崩されることになろう。そして結果的には，利子率の低下にたいする抵抗と（インフレ）
期待とに悪影響が現れるであろう。
他方，強い公共赤字の持続は，経常収支の赤字の永続的な削減にとって非常に重大な障
害となっている。この経常収支の赤字は，諸外国からスペイン経済への純貸付に相当する
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以上，その削減は外国から提供される純貯蓄の縮小を意味する。そして，もし公共赤字が
緩和されずむしろ拡大するなら，その結果，公共部門のファイナンスの必要性による国内
貸付資金市場への圧力は高まるであろう。こうした状況のもとで，もしも民間部門の国内
貯蓄が，外国からの純貯蓄の提供の縮小を埋め合わすのに必要なだけ増大しないとすれ
ば，経常収支の赤字が削減されたとしても，信用配分（規制）の度合いと利子率とがます
ます高くなって，国内民間投資が（内・外貯蓄総額に見合うまで）低下をせまられるだけ
である。もし，諸経済主体がそうした国内融資の圧力を避けようとして外国貸付市場に頼
ることになれば，資金の純流入が生じるが，それは，外国為替市場においてペセタのレー
トを高める圧力となり， したがってまた一一輸出の低落と輸入の剌激をつうじて一ー経常
収支の赤字を再発させる傾向をもつであろう。もし，国内融資への圧力をより大きな貨幣
的拡張（政策）をつうじて軽減しようとするならば，結果的には，ィンフレ（圧力）が強
まり，為替レート減価への期待が再び醸成され，財・サービスの国内吸収（消費）が高ま
り，そして長期的には維持できない対外赤字の拡大が生じるであろう。
要するに，ますます大きくなる巨額の公共赤字が維持されれば，通貨管理政策を続ける
ことも，インフレーションを鈍化させることも，対外赤字を削減することも不可能にな
る。そして同時にそれは，スペイン経済において雇用の増大を剌激しつつ経済の拡張を支
えるのに必要な国内投資の回復にとっても，由々しい阻害要因になっている。
スペイン企業の融資構造は， 1974年に始まった長い困難のプロセスの結果，ひどく悪化
したままで放置されてきた。その自己融資（能力）は低下傾向にあり，その自己資金（比
率）も非常に低い。そこで，スペインの企業は外国融資とその融資条件にひどく左右され
ているのである。他方，歴史的な経験から，民間部門の投資と民間部門が外国で得た融資
との間に高い相関関係が示されている。こうした状況のもとで民間投資を持続的に再活性
化させるには，①公共部門へ向かう資金の（民間部門での）大幅な流用と，②信用配分の
度合いや名目・実質利子率の水準にたいする圧カ―それをつうじて上記の流用が実行さ
れる一ーがどうしても伴わざるを得ない。
①経常的な公共支出や，②年金および社会（保障）給付，そして⑧公共赤字の増大を助
長してきた公企業への補助金の急増は，いずれも，スペイン経済がなんらかの潜在的成長
力を擁護するつもりであるかぎり，断じて支持できるものではない。確かに，公平性とい
う問題や，歳入・歳出（財政）政策を介するより恵まれない社会階層の保護．という問題は
存在する。しかし，財政政策は，現在の構造のままでは，明確な（所得）再分配の目標を
有効に達成できるとは考えられないであろう。ひとつには公平性にかんする懸念があり，
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もうひとつは， 〔これと非常に異なるが〕最終的に国に，①経済のあらゆるリスクを保証
させ―この仕事は，履行するのが不可能で，中期的に持続することもできない一ー，また
国に，②成長と雇用創出を阻害して結局のところ再分配への配感とも矛盾する，あらゆる
タイプの硬直性や歪みを作らせていることにかかわっている。こうした理由で，市場の非
伸縮性や，現在の構造のままでの社会保障制度，それに公共支出と公共赤宇の増大を助長
してきた悪い資金配分は，いずれも支持することは出来ないのである。確かに，歳入の側
には公共（収支）勘定のごまかし（脱税）という重要な問題が存在する。しかしその問題
は，たんに歳出のファイナンス（財源）面だけでなく，ファイナンスされる歳出の内容と
・ 。•
質にも非常に大きくかかわっているのである。そして，これ（内容と質）があれ（ご覧の
とおり）なので，もしこの数年来のその推移が修正されないならば，スペイン経済の拡張
能力にブレーキが掛かり，またその再活性化の剌激を拡張の持続的なリズムのなかに根づ
かせようとするスペイン経済の意図も一一不均衡の発生をつうじて一一挫折することにな
ろう。
2. 生産，需要，物価，雇用
2. 1 生産
1983年における実質国内総生産〔要素費用表示〕の推移で最も際立った特徴は，多年に
わたる停滞の後に，工業〔建設業を除く〕生産が成長したことであった。工業部門の（こ
れまでの）不況の深刻さと 1983年における推定3.0彩の成長の重要さについては， 1970年
の不変価格で計った1982年の工業付加価値が， 1977年のそれよりも劣っていたという事実
から了解されるであろう。その他の部門では， 第一次産業の推定4.0彩の成長が目立って
いるが， しかしそれの総生産の成長にたいする相対的な寄与度は小さかった。
建設業については， （石油）危機が始まってから明らかに下向きの趨勢が続いたなかで
1982年にささやかな回復の短い期間が生じた後， (1983年に）あらたな後退が記録された。
1974年以降，建設部門の実質付加価値は， 198硝三の上記の例外を除けば，一貫して絶対的
な低下を記録してきたのである。そして，その付加価値の絶対額〔不変価格表示〕が1983
年のそれとほぼ同じものを見いだすには， 6哨三代まで遡らねばならない。サービス部門で
の成長率〔推定〕は前年とほとんど変わらなかったが，しかしその特徴は一ー政府サービ
スの分野でなされた寄与度が低くなったという点で一一異なっていた。
農業部門では，その年の大半に見られた難しい気象条件にもかかわらず，かなりの実質
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2-5表農業部門の主要なマクロ指標
実質変化率
I農総生業産1農最終生業産1農最終生耕産1牧最終生畜産1部の門支外出で 1総（要付素加費価用値］ 
1980 6.9 7.2 
1981 -7.4 -7.3 
1982 1. 4 2.3 
1983 1. 9 2.8 
一参考―
絶 対 額＊ 2,577.8 2,109.9 
出所〕 Ministerio de Agricultura. 
*〕 1983年；単位=10億ペセタ。
13.2 1,4 4.1 8.9 
-14.5 2.0 1.1 -11.1 
2.4 3.2 3.5 1. 6 
6.1 -0.4 -0.2 4.9 
1,134.7 868.4 899.8 1,274.1 
的回復が記録された。農業省の推計によれば，農業部門全体の実質付加価値〔要素費用表
示〕の伸びは， 1982年の実績1.6彩から 4.9彩になった。 2-5表には，農業部門の主なマ
クロ指標の推移が載っている。そこから分かるように，総生産の実質成長は付加価値のそ
れよりもかなり低かった。それゆえ，その年に農業部門が成長した大きな理由は，最終生
産一単位当たりの労働以外の「投入」変数（原材料・中間財など）の利用~門内での
再利用と部門外での支出（購入）一ーに見られた実質的な減少に求められる。上の表から
農業生産の実質成長は，もっぱら農耕に一具体的には，食用油，ぶどう酒，および柑橘
類の生産に一起因していたことも分かる。というのも，牧畜と林業の分野の貢献はマイ
ナスだったからである。また，漁業の推移も芳しくなかったので，第一次産業の付加価値
の最終的な伸びは， 1982年の 1.3彩に対して4.0彩と推定された。
工業〔建設業を除く〕は1983年に，農業以外では最大の実質付加価値の成長率ーー推定
3.0彩—を記録した部門であった。この数値はかなり重要なものであるけれども， 1974
年以前なら普通であった率を大幅に下回っており，また1976年~77年の弱い回復期に記録
された率にさえ届いていない。
工業生産指数 !PIは，前年の一1.1彩の後退に対して1983年には2.6彩の成長を示した。
さらに，エネルギ一部門が依然として総合指数の平均よりも大きく伸びたけれども，総合
指数への寄与度はこの数年来に比べるとかなり低下した点を考慮に入れれば， 1983年の
この成長の重要性は一層明確になる。
1983年における工業生産の推移は，国内需要のいろいろな項目の動向を反映していた。
かくて，年初の数力月間，工業生産は消費需要から大きな剌激をうけた。この消費需要
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は， 1982年末の数力月間に生じた家計の可処分所得の上昇に支えられて，かなり加速した
のである〔本章の2.2節をみよ〕。年初の数力月の間，生産の成長にたいする外国需要の寄
与は相対的にあまり重要ではなかったけれども，そして建設における最終需要も依然とし
て1982年中頃に始まった後退の線上にあったけれども， 消費への剌激は一その数力月
間，プラント投資の需要が適度に維持されたために， またとりわけ国内総生産 GDPの
成長にたいする在庫の寄与が， 1982年末の数力月間の推移に比べて一時的にその符号を
（マイナスからプラスヘ）変えたために一ー補強されたのである。「ストック」の修復過
程が生産に与える初期のインパクトは常にたいへん重要であって，このことから， 1983年
第I四半期の IPIの力強い加速化と， 季節調整値を用いた前年同期比で〔年率に換算し
て〕 23.1彩という高い成長率とが説明できるようになる。予期すべきことであったが，そ
れに続く数力月間，工業生産は，その年の第I四半期に比べるとかなり弱々しい動向を示
した。しかし， 1982年よりは基本的に好調な推移が維持され，四半期ベースの成長率も前
年同期に比べて（それぞれ）プラスになった。実際，最新の手元のデータによれば，回復
のあらたな兆しが見られるが，これは，工業活動が上向きに推移するなかで1984年の新春
が迎えられたことを含意しているであろう。消費需要が一ーいくらか気前のいい賃金交渉
とインフレ過程の鈍化に支えられて〔2.3節をみよ〕―-相対的に維持されたこと，また
とりわけ外国需要が（有利に）推移したことは，工業活動を1983年第I四半期の一時的な
強い加速の後にも持続させる要因となった。
工業生産に関連する手元の他の指標の推移からも， 1983年にその生産が回復したことは
確かめられる。かくて，電力消費指数は， 1982年の2.3彩増に対して1983年には平均して
4.1彩上昇した。さらに，その推移の特徴は， IPIのそれよりも変動幅が小さかったとは
いえ，第I四半期のはっきりした拡張とその後の持続（状態）が記録された点にあった。
また，企業の実態調査でも，工業生産水準の動向にかんする企業家の回答にかなりの改善
（の兆し）が見られた。実際の生産水準にかんして一―—将来の生産の推移にかんする短期的
な予測よりも一一楽観的な回答が，ほとんどその年全体をつうじて寄せられたのである。
受注残高にかんする企業の実態調査は，その適切な解釈を困難にする質問事項の変更のゆ
えに曖昧になっているものの〔＊〕，「現在の状況」 climacoyuntural という変数—受
*) 5月以降，その調査に新しい質問形式が採用されたので，受注残高の推移にたいする
企業の回答において，国内市場に対応するものと外国からの注文に対応するものとを
正確に分けることが可能になった。それ以前は，調査対象となった企業のすべてが同
じ基準で回答しているのかどうか， したがってまた，当該（調査）シリーズにある種
の断絶がないのかどうかも，確かめるのが難しかったのである。
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2-1図 企業の実態調査：工業〔a〕
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出所〕 Ministerio de lndustria, Ministerio de Economia y Comercio. 
り 3カ月の移動平均 ． 
b 〕受注残高•生産予測·製品在庫〔ただしその符号を変えたもの〕の各値
の算術平均
c〕このシリーズは，当該期間の平均がゼロになるようオリジナルなものに
手を加えてあるので，オリジナルそのものとは一致しない。
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注残高と在庫の実態を総合したもの一ーもまた， 2-1図から分かるように， IPIと同じ
ように推移した。その図からはまた，外国での受注残高が企業家の見解の形成において果
たす重要な役割も観察される。この受注残高は，すでにその年の初めからだんだん有利な
推移をたどり，輸出が記録したはずの効果的な動きに先行したのである。
総合指数に反映された工業活動の回復は，いろいろなサブセクターにさまざまな影響を
与えた。 というのも， 工業生産指数 IPIの産業別分類における事実上すべての大項目で
は， その集計値にプラスの変化率が記録された〔2-6表〕けれども， それらの推移を詳
しく分析してみれば，その結果に大きなバラッキが認められるからである。前にすでに指
摘したように，エネルギ一部門の国内生産指数は， 1981年に始まった推移に沿ってわずか
にその成長率を鈍化させた。この部門のなかで際立っているのは，一方では石油掘採に見
られた急増であり，他方では相対的にささやかな電力生産の，当該消費を下回っていた変
化率である。生産が消費を下回った大半の原因はおそらく，その年の難しい気象条件が生
産に及ぼした悪影響に求められる。「金属加工・精密機械」部門では， 変化に富んだ成果
を特徴としていた。たとえば，自動車製造と輸送機器〔造船を除く〕ー一これらのサブセ
クターの推移については後ほど若干，触れることにする一~といったいくつかの分野で非
常に重要なプラスの成長率が見られ，他方，造船やいくつかの機械製造業といった他の分
野では逆にかなりの後退が見られたのである。「食料」「繊維」「皮革」そして「紙• 印刷」
の分野もまた，プラスの成長率を記録した。こうした工業活動の好ましい推移は，その部
門の雇用の動向に反映された。雇用の低下率は，全体の水準でみても一1982年の一 5.6
彩から1983年の一2.4 彩に下がった—，大分類された個々の水準でみても一 2.4 節と
2 -26 表をみょ—大きく鈍化したのである。
これまでに述べられた工業活動の部門別推移は一般に，工業製品への最終需要のいろい
ろな項目の動向に対応していた。拡張する外国市場に依存していたような部門では大きな
成長率が記録され，また一般に，プラント製造部門よりも消費財製造部門のほうで相対的
に好ましい推移が認められたのである。そこで， IPIの（製品）用途別分類〔2-7表〕
に注目すると，前年の停滞とは対照的な消費財の項目の大きな伸び〔6.1彩〕が銀察され
る。「食料・飲料・たばこ」のサプグループが最も大きな回復を記録したけれど，その他
の消費財グループの回復もまた著しかった。そのなかでも，前にも指摘したが，乗用車製
造業で，①新しい重要な生産者〔ゼネラル・モーターズ〕（の参入），②完全に拡張した外
国市場一一乗用車の輸出台数は 29.3%増加した一ー，そして③国内需要一~ （外
国需要と）比較すればかなり緩やかではあったが，前年に始まったゆっくりした回復の線
157 
158 闊西大學「純清論集」第40巻第1号 (1990年4月）
2-6表工業生産指数の変化率〔建設業を除く〕
〔1972年ベース〕
1981 1982 1983 
総合指数 -1.0 -1.1 2.6 
エネルギー〔10.3形〕 3. 1 4.0 3. 5 
固体燃料の掘採と加工 18.6 10.7 0.9 
石油掘採 -22.6 23.0 94.1 
石油精製 -4.0 -8.0 0.9 
放射性鉱物の掘採 -30.3 -14.4 18.5 
電気・ガスの生産 0.2 2.9 2.9 
非エネルギー鉱業と化学〔21.2彩〕 0. 7 -3.2 1.2 
金属鉱物の掘採と加工＊ 12.4 -9.2 3.4 
金属の生産と一次加工 -0.7 -0.8 2.1 
非エネルギー非金属鉱物の掘採 11.6 -12.9 -0.2 
非金属鉱業 -2.2 -3.6 1.0 
化学工業 2.1 -4.1 0.5 
金属加工・精密機械〔24.2彩〕 -3.1 -4.1 3.0 
金属製品製造〔一般機械と輸送機器を除く〕 -2.0 -4.8 0.4 
一般機械・機械設備製造 9.5 -8.4 -10.0 
事務用機器製造 -24.0 -31.6 -15.5 
電気機械・機材製造 4.6 -6.8 -6.4 
電子機器製造〔コンピュータを除く〕 -3.4 -18.5 8.9 
自動車製造 -16.5 6.5 27.1 
造 船 3.5 6.6 -37.3 
その他の輸送機器製造 11.1 -16.1 24.7 
精密機械・光学器具などの製造 -18.6 16.4 0.0 
その他の製造業〔44.3彩〕 -1.9 〇.0 3.0 
食料・飲料・たばこ 4.1 -0.3 6.8 
綿灘工業 -9.6 1.8 2.7 
皮革製造業 26.4 5.5 3.5 
履物・衣服•その他の繊維製品製造業 -10.2 4.5 -3.6 
木材・コルク製造業 -5.4 2.5 -1.9 
紙• 印刷・出版業 -2.6 -4.5 7.2 
ゴム・プラスチック製品製造業 0.7 -4.2 0.2 
出所〕 INE. 
＊）この項は，原文では「非金属鉱物の掘採と加工」となっているが，本誌3甥き6号，
p. 252の訳注で説明した理由により，上記のように改めておく（訳者）。
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上にあった一に依存しつつ，実質で20.0形強と推定される大幅な成長が記録された点を
特筆しておかなければならない。さらに1983年に，乗用車の国内需要における国産車と輸
入車の構成が，前年の実態とは逆向きに推移した。つまり，ペセタの為替レートの減価に
よる相対価格の変化に誘発された代替効果が発揮されて，国産車への明らかな需要シフト
が記録されたのである。かくて，国産車の新規登録台数はその年に 3.7彩増えたのに対し
て，輸入車のそれは4.3彩後退した。
投資財生産部門は， IPIのデータよれば1983年にあらたな後退を経験したが，しかしそ
の程度は前年よりかなり小さかった。とはいえ，その集計値のデータがもつ意味は一ーそ
の年にプラントの工業生産指数の動きを支配するほど大幅な実質的後退が見られた—造
船部門の推移によって歪曲している。事実，もし造船業をその指数から除けば，投資財生
産グループは後退しなかっただけでなく，前年の推移に比べると非常に著しく回復したこ
とになる。こうした結果は， IPIの利用に際して出来るかぎりの留意を促すものであり．
IPIには， 速やかな抜本的改訂と現実を反映したウェート付けがほどこされねばならな
ぃ。しかし， ともあれ，データの質の低さに由来する不確実性を伴いながらも，これらの
データが示唆するところによれば， 1983年における投資財生産の推移は，造船業を除け
ば， 1982年よりもわずかに有利なものであったと思われる。もっとも，そのサプグループ
の「金属装置・ボイラー類」 estructurasmetalicas y caldereriaは， この数年来プラ
ント製造業界を支えるうえで力不足な要因のひとつであったが，さらに（この年は）後退
したのである〔2-7表をみよ〕。かつて企てられたスペインの生産構造合理化のための（投
資）プロジェクト．とくに石油に代わる他のエネルギー源のためのエネルギ一部門にかんす
るそれが底をついたことから，こうしたプロジェクトに関連したプラント生産—その重
要な部分を「金属装置・ボイラー類」のグループが占めている一一の後退が説明される。「一
般機械」と「輸送機器」のグループは，またもやマイナスの成長率を記録したが，しかしそ
の低下のリズムは，前者において特に大幅に鈍化した。前に指摘したように，輸送機器の
生産に見られた後退は， とりわけ造船の激減に起因していた。 とはいえ， 陸上輸送機器
〔鉄道を除く〕の生産にかんする「全国乗用車・トラック製造業連盟」 ANFACによる
手元のデータもまた，内需が充分維持されたにもかかわらず，芳しくない推移を反映して
いる。この場合は．輸入と輸出の関係が，国内生産にとって不利になっていったのである。
建設部門の総付加価値は， 1983年に実質で推定ー 1.5彩の後退を記録したが，これは，
1982年の国民統計協会 INEによる推定2.9彩の成長率と比べると，非常に芳しくない推
移である。だが， 1983年における建設部門の推移を， 「国民経済計算」のデータでもって
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2-? 表工業〔建設業を除く〕の主要な指標
成長率
1981 1982 1983 
実質付加価値〔国民経済計算による〕 0.5 -0.6 3.0 
雇用〔EPAによる「厳密な」就業者〕 -4.4 -5.6 -2.4 
就業者一人当たり生産性 5. 1 5.3 5.5 
生産能力の利用（稼働）率 79 80 ?9 
工業生産総合指数 -1.0 -1.1 2.6 
一製品の用途別分類ー一
消費財〔35.8形〕 -3.4 0.0 6.1 
食料・飲料・たばこ 4.1 -0.3 6.8 
その他の消費財〔工業製品〕 -6. 7 0.1 5.8 
プラント〔14.1彩〕 7.8 -7.9 -5.1 
金属装置・ボイラー類 1.7 2.7 -4.4 
輸送機器 -1.2 -3.4 -7.9 
一般機械•その他 13.5 -12.0 -4.1 
中間財〔50.1%〕 -1.0 -0.5 1. 6 
エネルギー 3. 1 4.0 3.5 
建設資材 -0.1 -4.2 3. 8 
非エネルギー鉱物の掘採と化学 0.4 -2.3 0.9 
その他の中間財 -4.5 -1. 2 0.3 
〔参考〕
工業生産全体〔エネルギーを除く〕 -1.5 -1. 7 2.6 
非エネルギー中間財 -2.1 -1. 7 1.1 
出所〕 INE, Ministerio de lndustria y Energiaおよび BE.
前年と比較しながら分析するのは， 「国民経済計算」が1981年以降，建設投資の推移にか
んして何らの情報も公刊していないので，困難である。 1982年における総（グロス）固定
資本形成全体にかんする INEのデー タによれば， その年の建設投資についての推計値
〔未公表〕は，その付加価値に比べるとかなり見劣りのする動向を記録したものと一ープ
ラント投資の項目に〔手元の指標でもって正当化するのが困難な〕とても激しい後退が生
じたものと想定でもしないかぎり—見なさざるを得ない。ともあれ，付加価値／実質最
橙圭産の比率が（建設部門で）上昇したはずであるという点を認めたとしても， INEの
数値に暗黙裡に含まれているその上昇にたいする評価は，おそらく過大なものであった。
この「年次報告」 (82年版）のマクロ経済表 (2-1表）では最終的に， 1982年の建設業に
おける付加価値の実質成長率は， INEの推計値をほぼ2彩ボイント下回る1.0%前後と推
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定されているが，しかしそれも，まったくの試算にすぎず，建設部門のイメージをその投
資の推計値との関連でもう少しバランスのとれたものにすることしか意図されていない。
1983年の建設（部門）への最終支出の推移にかんする手元の指標によれば，前年に始ま
ったささやかな改善が底堅くなるには至らず，とりわけ公共部門の寄与度の低下に起因す
るあらたな実質的後退が記録された〔建設投資の推移については2.2.1節で，より詳しく
分析される〕。 しかしながら， 1982年と同様の推計を実施して観察できる中間（投入）財
消費の実質的な推移は，最終生産と同じような〔推定〕変化率をその中間財利用において
示している。かくて，実質付加価値の推移は，この建設投資の推移に近似していたこどに
なる。要するに， 1983年の建設における総固定資本形成は， 1982年の停滞に対して，推定
で一1.3彩前後の後退を記録し，その実質付加価値も同様の推移〔ー1.5%〕をたどったの
である。とはいえ，このことは，ー一手元の情報で評価するのは難しいけれど一ー相対的． 
により由々しい悪化を意味していた。雇用の推移から，建設部門の悪化した動向が確かめ
られるが， とくにひどい低下率の加速が見られたのは，雇用者（賃金労働者）の雇用の場
合であった。
サーピス部門の総実質付加価値の成長率は1983年に， 前年の実績〔2.1彩〕によく似た
推定2.0彩であったが，このわずかな後退は，政府部門の非売（無償）サービスの伸び率
2-8表建設業の主要なマクロ指標
各種の変化率
11974-1979 I 1980 I 1981 I 1982 I 1983 
総資本形成
不変価格（実質） -2.5 -0.5 -2.4 -1.3 
デフレーター 19.5 19.4 20.4 11.5 13.4 
時価（名目） 16.5 18.8 17.6 11.5 1. 9 
中間（投入財）消費
不変価格（実質） -1.1 0.8 -2.2 -1.1 -1.1 
デフレーター 16.1 25.6 30.7 12.2 14.7 
時価（名目） 14.8 26.6 27.8 1. 0 13.4 
付加価値
不変価格（実質） -3.6 -1. 7 -2.5 1.1 -1.5 
デフレーター 22.2 15.5 12.7 10.8 12.1 
疇（名目） 17.7 13.5 9.9 12.0 10.4 
出所〕 INEおよび BE.
161 
162 繭西大學 r紐漬論集」第40巻第1号 (1990年4月）
2-9表建設にかんする主な指標
変化率
I 1980 I 1981 I 1982 I 1983 
鳶設活動の一般的指標
セメントの見掛け消費 -5.0 -6.3 0.3 -3.3 
建設資材の生産 -1.5 -0.1 -4.1 3.8 
建設業就業者数 -6.9 -7.6 -1.5 -2.9 
建設業雇用者数 -7.9 -9.9 -1.5 -5.5 
住宅完工数 0.8 -11.4 0.9 -6.0. 
建設請負の指標
住宅着工数 -2.2 -3. 7 -9.6 0.7 
公募入札額
時価（名目）表示 25.6 32.6 34.5 -7.0 
不変価格（実質）表示 6.7 13.6 20.0 -17.5 
建設投資の指標
住宅投資〔不変価格表示〕〔a〕 -14.6 -5.2 -7.2 -8.2 
公共事業投資〔不変価格表示〕〔b〕 -7.9 2.7 20.0 7.2 
出所〕 MOPU, INE, OFICEMENおよび BE.
a〕住宅着工数と平均18カ月の建設期間から推計した。
b〕公募入札額〔不変価格表示〕と施工期間による同入札額の按分値から推計した。
に見られた軽微な鈍化に起因している。それにもかかわらず，この（政府）部門は，ふた
たび第三次産業の成長にもっとも大きく貢献したサプセクターであった。民間サービス業
では，色々なサプセクターのかなりの部分において一一手元の乏しい数量的情報から＿
まずまずの推移が示されているにもかかわらず，前年と同じ 1.8彩の伸びが推定されてい
る。かくて，金融業，輸送業，通信業，ホテル業，そして商業は， 1982年よりもおそらく
改善された推移をたどった活動分野である。とはいえ，全体として民間サービス業就業者
数がマイナスの動きをとった-1982年に +1.3形の伸びを見た後に， ー0.8彩後退した
―ことは，何らの数量的情報もないこれらのサブセクターにおいて，おそらくその推移
が一ーこれまで何年間も〔とくに1982年には〕工業部門から排出された就業者の一部を受
け入れてきたが，ついに働き手の吸収（雇用）能力が底をついたこともあって一ー（実際
は）もっと芳しくなかったであろうことを示唆している。
1983年の民間サービス業の付加価値の成長率は，前年とほぼ同じものと推定されたが，
いずれも一一雇用が後退したとはいえー一つつましいものであった。しかし，より完全な
162 
スペイン済済： 1983年＿スペイン銀行「年次報告」より一―-(楠） 163 
情報が入手されれば，おそらく上方修正がなされるはずである。というのも，上記の推計
に暗黙裡に含まれている， サービス部門の見掛けの生産性の推移が異常であったのは，
それが1983年に＿依然として工業のそれを大幅に下回る 2.6 形で一~上昇した点ではな
く，むしろ1982年にほとんどまったく上昇しなかった点なのである〔2-10表をみよ〕。生
産的「投入財」の利用における合理化とコスト削減の努力が，多数のサービス分野にも影
響をあたえたことを示す明らかな証拠が存在する。なかでも，金融業，商業，ホテル業な
ど，それに通信業のような特にダイナミックな部門を（その証拠として）挙げることがで
きる。これらすべての分野において，芳しくない雇用の推移にもかかわらず， 1983年のそ
れらの活動にかんする手元の数量的情報は，前年の実績を上回る実質成長を示しているの
2-10表 サービス部門の主要なマクロ指標〔a〕
変化率
1980 I 1981 1982 I 1983 
総付加価値〔実質要素費用表示〕〔a〕 1.2 1.4 2. 1 2. 0 
民間サービス 0.6 1.0 1.8 1. 8 
政府非売（無償）サービス 4.1 3.5 3.5 3.1 
総付加価値デフレータ＿ 15. 7 13. 7 13.9 12. 3 
民間サービス 15.6 13.8 14.6 12.6 
政府非売（無償）サービス 16.2 13.4 1. 2 11.1 
就業者数〔b〕 -0.5 -0.2 2. 0 0.0 
民間サービス -1.6 -0. 7 1. 3 -0.8 
政府非売（無償）サービス 4.2 1. 7 4.6 3.1 
生産性〔c〕 1.7 1.6 〇.1 2.0 
民間サービス . 2.2 1. 7 0.5 2.6 
政府非売（無償）サービス -0.1 1. 7 -1.1 0.0 
労働時間当たり賃金収入〔d〕 20.1 15. 6 11.0 15.1 
就業者一人当たり賃金収入〔d〕 20. 7 14.8 15. 2 13.4 
消費者物価〔サービス関連〕 16. 4 14.4 15. 7 12. 4 
出所〕 !NEおよび BE.
り 1982年と1983年の数値はそれぞれ前年の不変価格で，また1980年と1981年の数値は
1970年の不変価格で算定されている。
b〕EPAのデ→にょも
c〕実質付加価値を， EPAによる就業者数で割ったもの。
d〕賃金調査によるが，商業，銀行，および保険業のみが含まれている。 1983年につい
ては， 1月~9月期のデータしか利用できない。
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である。かくて，輸送業では，陸上ならびに海上の旅客輸送と貨物輸送に実質的な増加が
記録された。もっとも，航空運輸の推移はそれほど芳しくなかった。通信業の推移にかん
する実質的な指数は，この部門の活動の著しい回復を反映しているが，この通信業は，最
もダイナミックな部門のひとつでありながら，やはり第二次石油危機の衝撃をうけて，ぁ
の時期以降，成長率を著しく鈍化させてきたのである。商業のほうは，経済活動全般の回
復と特に消費の増大から利益を得たに違いない。ホテル部門の活動の改善には， 1982年に
（サッカーのワールド・カップ戦がスペイン各地で行われた際に）記録された大きな実質
成長をも凌駕する，槻光の好ましい推移が反映されていた〔2.2.2節をみよ〕。金融業〔ス
ペイン銀行を除く〕については， 17彩前後の名目付加価値の推定増加率が—その（実質
化のための）デフレーターが何であれ—著しい実質的な回復を裏付けている。
2. 2. 需要
国内需要は1983年に0.7彩の増加率を記録したが，それは，この数年来の推移を特徴づ
けた低迷基調の持続を意味しており， GDP成長への寄与度も， 外国需要のそれ〔1.5彩
ボイント〕を大幅に下回るわずか0.7%ボイントであった。 1983年に〔1~82年の0.6彩に対
して〕 0.7彩の伸びをもった民間消費は， 生産増へ0.5ボイント近い貢献をした。 この寄
与度は， 1982年の実績〔6.1%〕には及ばないとはいえ (1983年に）再び最高の伸び率
〔4.0彩〕を記録した，公共消費の寄与度に匹敵している。総固定資本形成は， 1982年に
停滞していた建設（投資）が1983年に一1.3%ほど後退したものの， プラント投資の動向
が相対的に改善されたために，後退のリズムをわずかに鈍化させた。
2. 2. 1. 国内需要
民間実質消費の伸びは平均0.7%と推定されたが，これは， 1983年第I四半期に大幅増
が生じその後は鈍化した一ーただし，前年同期比ではわずかにプラスの伸び率が（各期に
おいて）維持された一ーその年の特徴的な動向の結果なのであった。この第I四半期にお
ける基本的な剌激は， 1982年末に家計が支出できる可処分所得に見られた一時的増大に由
来していた。実際，その年の末に公共部門は，賃上げに上乗せされることになる重要な
（所得）再分配効果を発揮したが，この賃上げは，国民雇用協定 ANEのセープガード条
項が適用されたうえに，将来の質金所得と雇用の動向にたいして有利な期待をもたせる局
面が重なったことに起因していた。換言すれば，その時期に実際に生み出された可処分所
得にたいして限界消費性向が短期的に上昇したのであるが，この上昇が当時の消費にたい
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2 -11表民間消費にかんする主な指標
I 1980 I 1981 I 1982 I 1983 
数量指標〔成長率〕 ． 
国内民間実質消費〔国民経済計算〕 1.3 -0.9 0.6 0. 7 
乗用車の新規登録台数 -7.5 -11.9 5. 9 2.7 
ガソリンの消費量 -1.8 -1.0 2.6 -0.8 
工業生産 1.1 -3.4 0.0 6. 1 
食料・飲料・たばこ 0.6 4.1 -0.3 6.8 
その他の消費財 1. 3 -6.7 0.4 5.8 
企業実態調査による指標
消費財総受注残高〔a〕 -50 -47 -34 -41 
食料・飲料 -42 -37 -26 -25 
衣服•履物・その他の日用品 -52 -48 -39 -38 
耐久消費財・輸送機器 -63 -66 -43 -61 
製品在庫〔b〕 24 25 18 16 
食料・飲料 24 20 15 7 
衣服•履物・その他の日用品 25 18 21 15 
耐久消費財・輸送機器 47 51 12 38 
出所〕 INE, Ministerio de Industria y Energiaおよび BE.
a〕（受注残高が）「高い」という回答比率形と「低い」という比率彩との差。
b〕（製品在庫が）「通常以上」という回答比率彩と「通常以下」という比率彩との差。
する剌激の大部分を支えていたのである。すでに同年第I四半期をつうじて消費は，新し
い賃金交渉に見られた遅れと源泉徴収税の引上げを予告する財政政策によって気勢をそが
れ，衰退しつつあった。しかしながら， 9.596~12.5形の賃上げ幅で妥結した新しい労働
協約の実施によって貨幣賃金にあらたな剌激が与えられたが，これは―ィンフレーショ
ンの鈍化局面とそれに伴う実質購買力の上昇（局面）とも一致したために一ー前年から受
け継がれた剌激が底をつき始めたちょうどその時に，消費を維持するのに貢献したのであ
る。 さらに貨幣賃金〔2.3節をみよ〕は，第1[四半期にその伸び率を加速させた。もっと
も，その後，第W四半期におけるその抑制は，あらたなインフレーションの再発とも合致
して，その時期に民間消費を落ち込ませる要因になったものと思われる。
こうした推移は，消費にかんする手元の乏しい数量的指標の推移からも確かめられた。
かくて， 2.1節で見たように， 消費財の国内生産は， 1983年当初の数力月間かなり加速さ
れ，その後は勢いを失ったが，しかし平均すれば重要な伸び率を記録したのである。乗
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用車の新規登録台数ー一その推移はすでに前節で分析された＿もまたプラスの成長率
〔2.7約を記録したが， その後の推移はそれほど芳しくなかった。大規模店舗での売上
指数は1983年に対前年比で 1.7彩の伸びを記録したが，これは1982年に見られた後退と好
対照をなしている。
1983年の実質消費の伸びは，家計が支出できる可処分所得の増加〔実質で推定0.6彩〕
と，可処分所得にたいする総貯蓄率のわずかな低下によって支えられていた。一人当たり
賃金〔ただし社会保障負担を控除〕の上昇幅が低下したうえに賃金労働者の雇用の低下率
も加速したために， 雇用者（賃金労働者）の報酬の名目上昇率は鈍化した。 ところで，
（もともと）かなりささやかな労働者全体の賃金総額（の伸び）を一一民間消費デフレー
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a) 3カ月の移動平均
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2 -12表家計可処分所得
成長率
1982 1983 
1. 雇用者所得 12.7 11.8 
2. 純財産所得と純法人所得 17.0 17.0 
3. 社会保障給付 16.2 14.7 
4. 国際民間純（所得）移転 15.5 20.6 
5. 所得税と資産税〔a〕 1. 0 28.3 
6. 社会保障負担 12.2 15.2 
7. 各種の経常純移転 -16.2 -70.4 
8. 退職金引当準備高の増減 1. 7 15.0 
9. 総可処分所得 15. 2 13. 0 
10. 民間消費 14.9 13.1 
1. 総貯蓄〔9-10〕 18.5 1. 3 
〔参考〕
総貯蓄／可処分所得：％ 7.1 7.0 
出所〕 BE. 
り 1982年と1983年の間で，直接税390億ペセタが調整された。
ターに見られた鈍化よりも，その程度はわずかに小さかったとはいえーー名目的に鈍化さ
せたのは，労働者が支払った社会保障費の大幅な増加であった。ともあれ，雇用者の実質
報酬は少しばかり低下した。しかしながら，財産所得と法人所得は，家計の可処分所得の
実質成長にとって積極的な貢献をした。というのも，これらの所得は，一方で利子受取額
の増加と，他方で個人の財産所得の増大ー―—これは，その年に雇用者から非雇用者（自営
業主など）への大幅な雇用形態のシフトが生じた結果， かなり増大したに違いない〔2.4
節をみよ〕一に恵まれたからである。社会保障給付は， 1982年に比べてその上昇率を鈍
化させたのに対して，直接税と社会保障負担は，より一層高まった。
1983年に公共消費の名目増加率は，前年の19.2彩をわずかに下回る18.9彩であった。も
っとも，その（名目で0.3ボイントの）鈍化は，実質で見ると―1982年の6.2彩増から． 
1983年の4.1形増へ—より大きく (2.1ボイントに）なる。予想よりもいくらかより拡張
的な公共消費〔名目〕の動きを反映したこうした推移は，人件費の伸び率が事実上前年と
同水準に維持されたうえに， 財・サービスの購入が大幅に増加した一一その名目増加率
は， 1982年よりいくらか低下したとはいえ依然として高く 26.3彩であった—―—結果，もた
らされたものである。人件費を押し上げたのは，前年とほとんど同じ率で伸びた公共雇用
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0 •• 
と，特殊（労働）協約による賃金のわたり deslizamientosや等級替え，そして改訂であ
った。他方，財・サービスの購入にたいする主たる剌激は，軍備の近代化計画に関連する
軍事支出に由来していた。
総固定資本形成は1983年に，前年の一1.8彩に対して推定で一1.5彩前後のあらたな後退
を記録したが，そのいろいろな項目の相対的な推移には前年と異なる特徴が見られた。そ
こで，投資の主体一ー公共か民間か—に着目すると，公共投資は再びプラスの実質成長
率を記録したものの， 1982年のそれには及ばなかった。逆に，民間投資は，あらたに後退
したとはいえ，その程度は前年よりも弱かった。実行された投資のタイプに着目すると，
建設投資が相対的により不利な推移をたどり，前年の停滞に対して一 1.3%前後の低下が
見込まれている。一般機械とプラントの総固定資本形成（投資）は，建設投資よりも絶対
的に大きいマイナスの（成長）率を記録したけれども，その後退のリズムは前年に比べる
とかなり鈍化した。
一般機械・プラントヘの実質投資の変化率は， 1982年の一5.2彩の後退にたいして，． 
-2.0彩と推定された。こうした比較的ましな動きは，とりわけ一般機械における総固定
資本形成の低下率にかなりの鈍化が見られたことに起因していた。というのも，輸送機器
への投資は， 1982年の推移に比べてわずかながら悪化したに違いないからである。実際，
2 -13表固定資本投資の指標
—建設業を除く一一
1982 1983 
数量指標〔成長率〕
工業生産 -7.9 5. 1 
金属装置・ボイラー類 2.7 4.4 
輸送機器〔乗用車とオートバイを除く〕 -3.4 -7.9 
一般機械• その他のプラント -12.0 -4.1 
企業実態調査
受注残高〔a〕 -24 -58 
受注残高により保証された労働期間〔b〕 161 121 
工業投資に関する一般的期待〔a〕 17 13 
出所〕 INEおよび Ministeriode Industria y Energia. 
a〕逆の符号（プラス／マイナス）の回答比率形の差。
b〕日数。
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一般機械への投資のあり得べき推移を評価できる手元のデータは，この種の製品の輸出市
場とくにラテンアメリカ市場が沈滞し，したがってまたその輸出に大幅な実質的後退が見
られたにもかかわらず，その国内生産の低下率が大幅に縮小された一一当該工業生産指数
は， 1982年の一 12.0彩に対して一4.1%の後退にとどまった一ーことを示している。他
方，輸入はペセタの減価から打撃をうけたに違いないが，確かなことは，一般機械とプラ
ント全般への輸入需要が， 他の非エネルギー輸入の推移に比較して根強いという点であ
り，またその数値（輸入額）は，実質的にかなりの低下を示唆しているものの，その程度
は他の非エネルギー関連製品の大半に比べると軽かった。これらのデータはすべて，一般. 
機械への投資の推移が~然マイナスとはいえー一刊前年よりはかなりましな後退にとど
まったに相違ないことを示唆している。逆に，輸送機器への投資は，とりわけ造船投資に
強い低下が生じたに違いないので， 1982年に比べて不利な推移をたどった。実際，造船の
工業生産指数は 1983年全体で， !NEのデータによれば，前年に比べて37.3彩も後退し
た。だが，その輸出は，伸び率こそ鈍化していたものの，プラスの実質変化率を記録した
点に留意すれば，そこから，造船部門の国内需要に見られたはずの強い低下と，したがっ
てまた輸送機器への投資全体に及んだに違いないその悪影響がほぼ理解できるであろう。
逆に陸上輸送機器〔鉄道を除く〕の需要は，すでに前年にその特徴となっていた，適度に
プラスの推移に沿って維持された。もっとも，国内生産者にとっての利益は薄かったに違
いない。なぜなら，輸入が—ペセタの切下げによる抑制効果の故に一ー1982年よりも縮
小したとはいえ，依然として実質的に大きな率で伸びたからである。ところで，輸出が実
質的に落ち込んでいたので，国内生産の推移は，前節で見たように，非常に芳しくなかっ
た。いずれにせよ，国内需要の伸びで最も重要な部分は，すでに前年に大幅に増えていた
産業用ー一具体的には「親光関連」の一一軽自動車の需要が急増した点に依存していたの
に対して，その他の大部分の輸送機器への需要の推移は，第一次石油危機が始まってから
ずっと実際にその特徴となった下降線をたどり続けたことも指摘しておこう。
投資プロジェクトを推進させる要因についての企業実態調査の回答は，とくに第二次石
油危機の開始以降のスペインにおける投資問題と投資の困難さにかんして一ーいろいろな
限界があるものの—実に示唆に富んでおり，またそこから1983年に投資が執拗に低迷し
た点も説明される。しかし，同時に，その回答から，プラント投資を誘発するいくつかの
要因が1983年に統合されて，その下降傾向をある程度，反転させたという印象が裏付けら
れた。実際，スペインで2年つづけて，国民所得が雇用者の報酬から総営業余剰へ再分配
されたが，この営業余剰の回復は，生産的投資が有利な推移をたどるうえで十分条件では
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2-3図投資プロジェクトの決定要因〔a〕
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り 3カ月の移動平均。
b〕製造コスト低下・人員削減・製品の品質改良のための
投資プロジェクトを含む。
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2-4図〔A〕 建設投資とその構成要素
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ないが必要条件なのである。危機が最も深まった時期には耐えがたい（最低の）水準に達
した企業の貯蓄は，この2年来とくに82年にはかなり回復した。その結果，高い利子率で
多額の借入をしていた企業の困難な融資条件は，たとえ部分的とはいえ軽減される可能性
が生じた。さらにこの時機に，この数年来スペイン経済で見られた平均生産コストの鈍化
が，国内生産とりわけ工業生産の一ーささやかだとはいえ，やっと意味のある—成長と
時を同じくして生じたのである。そのため，①多くの企業は依然とし困難な条件下にあ
り，また前年に続いて，金融ポジションを改善するために手元の資金を振り向けなければ
ならなかったにもかかわらず，•また②金融資産の高い利子率は，資金を実物投資以外に投
下させる大きな誘因となったにもかかわらず，製品の加速的（陳腐化の）メカニズムに誘
発され，また営業余剰の回復にも助けられて不可避的となった生産設備の更新は，前年よ． 
りましな総投資の推移に反映されることになった。
建設投資は198磋Fに，前年の停滞に対して推定で一 1.3彩の後退を記録した。こうした
芳しくない推移は，公共部門の（前年ほど）拡張的でない動向に起因していた。というの
も，民間の住宅建設は前年と同じようなリズムで後退し，また非住宅建設はわずかながら
改善すらしたと思われるからである。
この年の建設部門の特徴は，数年来の剌激がまだ残っていたために同年上半期にプラス
の伸び率を記録した公共事業投資の動向によって，その推移が左右された点に求められ
る。しかしながら公募入札の大幅な後退は，すでに同年下半期に公共事業部門の活動に影
響を及ぼし，この部門は前年同期に比べてマイナスの変化率を記録した。平均すると1983
年の公共事業部門の実質成長率は， 1982年の20彩に対して6~7彩前後と推定された。
民間（建設）需要はその年をつうじてほとんど一様な低下傾向を示したために，上記の
公共事業の推移を考慮に入れても，建設部門は全体として上半期にほぼゼロの変化率を伴
って事実上安定的に推移した後，下半期には後退してゆくことになった。
住宅（建設）のサプセクターは依然として非常に落ち込んでおり，またもや―-ivひ
どくはなかったとしても一ー前年と同じような規模の強い実質的後退を記録した。こうし
たマイナスの動向はとりわけ， 1982年におけるこの種の住宅着工の大幅な低下から衝撃を
うけた公的助成付き公共住宅に起因していた。民間住宅のサブセクターも大きく後退した
けれども，公的助成付き（民間）住宅が1982年の着工増の利益をまだ享受していたので，
その低下のリズムはわずかながら鈍ったのである。他方，自由な（助成なし）住宅は，前年
と同じような規模の，大きな低下率を記録し続けた。しかし，こうしたいろいろなサプセ
クターの平均的な動向からは，その年をつうじて変化した推移が読み取れない。というの
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も，自由な住宅の低下傾向に鈍化の兆しが観察されるのに対して，公的助成付き民間住宅
では前年から見られた上昇傾向が，下半期以降に崩れたように思えるからである。とはい
ぇ，もし自由な住宅の推移に改善が確認され，さらに公共部門の「4カ年計画」の目標が
達成されるならば， 1984年における住宅サブセクターの推移は，まだマイナス（の水準）. 
ではあるけれど，いくらかより有利なものになるであろう。これと同じような雰囲気は，
前年よりも多少は楽観的な「建設・販売業連盟」の調査に反映された企業家の見解からも
読み取れる。すなわち，販売のリズムはより持続的で，売れ残った住宅「ストック」にか
なりの減少が認められ，また6カ月予想でも好ましい推移が明らかにされたのである。
2 -14表住宅建設にかんする主な指標
成長率
I 1980 I 1981 I 1982 I 1983 
住宅着工数 -2.2 -3. 7 -10.0 0. 1 
助成なし住宅 -8.2 -13.3 -11.7 -6.8 
助成付き民間住宅 -2.5 2.5 -1.7 
助成付き公共住宅 46.0 14.7 -39.3 49.4 
住宅完工数 0.8 -11.4 -1.6 -6.0 
助成なし住宅 10.8 -15.3 -10.5 -17.5 
助成付き民間住宅 -2.6 -8.5 4.3 -3.2 
助成付き公共住宅 -46.2 9.7 39.4 38.5 
建築確認申請件数 -52.6 32. 7 -3.9 -4.1 
建築確認件数 22.1 -0. 7 5. 1 -12.5 
出所〕 MOPU. 
民間非住宅建設の部門にかんして利用できる唯一の情報は，工業（エネルギー）省の． 
「企業実態調査」による定性的なものであるが，それは，この部門が1983年により持続的
な推移をたどったことを示している。その推計によれば，このサプセクターヘの投資の変
化率はわずかにマイナス〔ー1.0彩～ー2.0彩台〕であったが，しかし，これでも前年より
は順調な推移なのである。
1983年の在庫の推移にかんして利用できる数量的な情報は非常に不完全であるので，そ
れの GDP成長にたいする寄与度がゼロであるという推定は，マクロ経済表の他の項目と
は比べものにならないほど不確実なものである。「農産物の転換とその価格調整にかんす
る基金」 FORPPAからの融資による農産物と畜産物の在庫は1983年に．実質的には1981
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2 -15表在庫投資にかんする主な指標
年平均 半期平均
1982 1983 
1982 1983 
上半期！下半期 上半期i下半期
数量指標
農業部門〔a〕 -0.4 0.0 . . . . 
乗用車〔a〕＊ -2.9 2.7 ． ． . . 
他の輸送機器〔a)* -1.6 3.1 . . . . 
鉄鋼〔a〕 2.9 -8.6 ． ． ． . 
セメント〔a) -0.5 0 . 0 ． . . ． 
企業の実態調査〔b〕
工業全体 16 13 17 15 12 13 
消費財 18 17 20 16 12 22 
投資財 -4 3 -1 -7 4 2 
中間財 19 14 18 20 17 11 
バルセロナ商工会議所の調査〔c〕
完成品 1. 49 1. 42 1. 51 1. 47 1. 44 1. 40 
原材料 1. 39 1. 34 1. 38 1.40 1. 34 1. 33 
出所〕 Ministerio de Agricultura, ANFAC, UNESID, Ministerio de Industria 
y Energiaおよび Camarade Comercio de Barcelona. 
a〕前年の生産高にたいする在庫変動の比率〔彩〕。
b〕在庫が「通常以上」という回答比率％と「通常以下」という比率％との差。
， C〕当該在庫を生産するのに必要な平均月数。
＊）本誌39巻1号， p.164の2-6表，および同3号， p.150の2-7表の「観光部門」
と「他の輸送機関」の項目を，それぞれ上記のように「乗用車」と「他の輸送機器」
に訂正されたい（訳者）。
年~82年と同じ水準に維持されたために， GDP成長にたいするその寄与度は1982年と同
様にゼロであった。実際，砂糖，オリーブ油，そしてアルコールといった製品の在庫は実
質的に増加したけれども，それらは，小麦，とうもろこし，そして牛肉の在庫減によって
事実上相殺された。非農業製品の在庫にかんして利用できる唯一の数値には， （自家用）
乗用車と（他の）輸送機器の在庫増と，鉄鋼の在庫減，それにセメントの在庫不変が記録
されている。工業（エネルギー）省の企業実態調査でも， 1983年の工業製品の在庫水準は
平均してわずかに低下したことが示唆されているが，すべての情報を総合すると，、内需を
構成するこの項目の GDP成長への寄与度は，全体としてほぼゼロであったと言えよう。
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2. 2. 2. 外国需要
1982年における国内総生産 GDPの成長にたいする外国需要の寄与度は，プラスではあ
ったが，大きくなかった。財・サービスの輸出は国内生産活動の水準にかなりの剌激効果
を与えたけれども，その効果は財・サービス輸入の実質的増加によってある程度打ち消さ
れた。 1983年に GDPの成長にたいする経常海外余剰の寄与度は，ずっと大きく 1.5彩ボ
イントになった。というのも，輸出の側で高い実質増加率が維持されたうえに，財・サー
ビス輸入の鈍化が生じたからであって，後ほど示すけれども，重要さを異にするいろいろ
な項目に意味のある変化が見られた。
外国貿易の数値から国際収支の数値への変換，さらにこれから国民所得勘定の数値への
変換は，—それらの統計の作成にあたって，非常に異なった方法が採用されていればい
るほど—重要な調整と再編を伴うものである〔 1 〕。スペイン銀行の「調査・研究局」
が1983年の外国需要の名目的および実質的推移について行った推計では，現在利用できる
すべての情報を検討した後に，現実に最も近いものと考えられる数値が算出されている。
いずれにせよ，外国需要のいろいろな項目について今後も引き続きなされる分析では，貿
易の動きに関して税関庁DGAの情報が利用されるであろう。なぜなら，この情報から，
商品グループ別・地域別の詳しい分析が可能になるからである。しかし，この情報で利用
できる変化率と1983年のマクロ経済表〔すなわち国際収支表〕に出ている変化率の間に存
在する乖離に留意しなければならない。この乖離は，国際収支表と国民経済計算を作成す
る際に厳密に適用される方法（の差異）から完全に説明されるものである。
2 -16表には， 商品貿易の諸側面にかんする情報が集約されているが，エネルギーの輸
出入単価指数としては，「調査・研究局」による算定結果が用いられた。
1983年に商品輸出は， 1982年の実績を上回る〔対前年比の）名目成長率を達成したが，
その原因は基本的に，非エネルギー輸出の項目の動向に求められる。というのも，エネル
ギー関連製品は（前年と）同じような伸びにとどまったからである。実質で見ると全体と
しての変化率は，両年とも非常に似かよっていたが，その構成には非常に意味のある変化
が生じた。
1〕スペイン銀行の「経済報告」 Bolet切 Economico(1984年） 3月号の， 1983年の国際
収支について触れた箇所で，これらの問題とそのあらゆる含意について非常に詳しい
分析がなされている。
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2 -16表商品貿易の推移
単位： 10億ペセタ，彩
1981 〔a〕 1982 1983 
貿易額〔時価表示〕
総輸出額 1,888.4 2,258.0 2,838.6 
II 変化率 19.6 25.7 
エネルギー輸出額 99.1 159.9 252.1 
‘’ 変化率 61. 4 57.7 
非エネルギー輸出額 1,789.3 2,098.1 2,586.5 
II 変化率 17.3 23.4 
総輸入額 2,970.4 3,465.6 4,176.4 
II 変化率 16.7 20.5 
エネルギー輸入額 1,258.8 1,376.1 1. 671. 3 
’ 変化率 9.3 21. 5 
非エネルギー輸入額 1,711.6 2,089.5 2,505.1 
” 変化率 22.1 19.9 
単価の変化率
総輸出． 12.7 18.1 
エネルギー輸出 -10. 7 26.9 
非エネルギー輸出 14.0 17.5・
総輸入 14.0 21. 5 
エネルギー輸入 14.7 17.0 
非エネルギー輸入 13.5 24.5 
貿易額〔不変価格表示〕の変化率
総輸出 6.1 6.4 
エネルギー輸出 80.7 24.3 
非エネルギー輸出 2.9 5.0 
総輸入 2.4 -0.8 
エネルギー輸入 -4.7 3.8 
非エネルギー輸入 7.6 -3.7 
出所〕 DGAおよび（スペイン銀行）独自の作成による。
a) 1981年の数値は，それ以前の数値と直接比較できない。
エネルギー関連製品輸出は, 198吟斗こ輸出全体のたった5.2彩にすぎなかったが， 1983 
年にはそれのほぼ9彩を占めるに至った。この分野でスペインの外国貿易がこれほど急増
したのは， この数年らい展開されてきた「マキラ制」（原油を精製してその一定割合を石
油輸入相手国へ再輸出する制度）のもとでの原油の輸入に大いに依存している。こうした
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核心的な事実の背後には，石油貿易に関連する商業取引のあらゆる形態が見いだされる。
すなわち，虚偽の「マキラ」や石油製品の相互交換などであるが，それらは，石油精製産
業―この産業は，いくつかの製品の需・給に見られる重大なアンバランスや規模にかん
する諸問題から非常に大きな影響を受けている一ーで生じつつある技術変化に左右されて
いるのである。それに加えて，各石油精製産業ごとに，石油製品の輸出入の均衡を維持す
ることがスペインの法令によって義務づけられている。
「調査・研究局」の推計によれば， 1983年にエネルギー輸出デフレーターはペセタ建て
で26.9劣上昇し，その実質上昇率も24.35lるになった。こんなに高い上昇率が，前年の80.7 
形という上昇の後に続いて生じた点を考慮すれば―この率には，その年にデフレーター
（の上昇）が異常に低かったことの影響が現れているとはいえ＿層その重要性は高ま
るであろう。地域別では EECがエネルギー関連製品一ーそのほとんどすべてが石油精製
品一一の主要な輸出相手国であったので，1983年にこれらの製品の販売は， EECにたいす
るスペインの輸出全体の10形に達した。スペインのエネルギー関連輸出にとって重要な第
二の顧客は OPECであって， 1983年にその輸出の伸びはペセタ建てで979,るにのぽった。
1983年の商品輸出における実質的に意味深い変化は，非エネルギー関連製品の分野で生
じた。これらの製品（輸出）は， 1982年に実質で2.9形増加したが， 1983年には5.0形も伸
びたのである。 1982年のスペインの輸出環境は全般に芳しくなく，輸出市場全体としての
伸びは実質でほぼゼロであった。輸出競争力も年平均すると事実上安定（停滞）してい
た。こうした状況のもとで3形近い実増加率が達成されたのは，疑いなく，その年に見ら
れた内需の弱々しい推移と関連していた。
1982年末にペセタの為替レートが下落し，また1983年をつうじて徐々にペセタが減価し
たために，年平均すると1983年におけるスペインの非エネルギー関連製品の輸出競争力は
非常に大きく向上した。先進諸国にたいする実質的な実効為替レートの指数で（競争力の
上昇を）計ると149,る台であったのに対して，スペインの輸出製品の実勢価格を OECD諸
国のそれと比較すると，その上昇幅はもっと小さくなる。というのも，スペインの実勢価
格が 先進諸国通貨全体で評価すると一~ほぼ 25lる低下した反面， OECD諸国のそれ
は一ーそれらの通貨全体で評価して一ー39, るの上昇にとどまったからである。スペイン製
品の競争力の向上が，その算定に商品輸出デフレーターを用いるとより小さくなる理由
は，このデフレーターがペセタ建てにすると高いー一「調査・研究局」の推計では17.5彩
の一伸びをもった点に求められるが，このことは，輸出関連企業が，為替レートの動向
から判断して可能な際には，その動向（ペセタ安）による競争力の向上の一部をペセタ建
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て輸出価格の引上げをつうじて，慣習的に自分のモノにしていることを裏付けている。こ
うした慣行にもかかわらず， 1983年における非エネルギー関連製品輸出の競争力の向上は
大きくて，ここ（スペイン銀行）での推計によれば，実質で5.0彩の伸びが達成されたの
である。他方で，スペインの輸出市場の進展はふたたび悪化して，その実質的な伸びは全
体として事実上ゼロになった。
スペインの輸出市場の伸びが1983年の平均でゼロと推定された背後には，いろいろな地
域間の違いやその年間の推移に見られた差異があった。いろいろな市場間の非常に異なっ
た動きによって商品グループ別の輸出の推移が左右され，また，その年間をつうじての輸
2 -17表 スペインの商品グループ別外国貿易
畜産品
野菜類
食品〔工業製品〕
非エネルギー原材料〔農業向け〕
エネルギー関連製品
石炭
原油
石油製品〔各種の油〕
その他
非エネルギー原材料と中間財
消費財
非耐久消費財
耐久消費財
乗用車
プラント
一般機械
鉄道輸送機器
航空運輸機器
海上輸送機器
陸上輸送機器
その他の製品
総額
出所〕 DGAおよび BE.
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輸 入
1981 I 1982 I 1983 
66.3 84. 7 86.1 
53.8 64.8 80.3 
62.0 78.8 120.5 
184.4 208.5 260.6 
1,258.8 1,376.1 1,671.3 
50.3 59.6 51.9 
1,053.9 1,109.1 1,294.4 
71.8 120.2 212.3 
82.8 87.2 112.7 
682.5 810.5 966.9 
158.3 210.4 247.2 
59,9 76.5 82.9 
65.9 85.0 107. 2 
32.5 48.9 57.1 
499.2 625.9 737.7 
397.5 512.6 615.3 
3.9 7.1 3.6 
42.7 32.5 18.3 
4.0 3.1 2.4 
51.1 70.7 98.0 
5.2 5.7 5.8 
2,9?0.4 3,465.6 4,176.4 
単位： 10億ペセタ
輸 出
1981 1 1982 I 1983 
35.4 32.1 40.5 
193.2 199.4 240.7 
110.5 126.5 162.3 
24.8 17.8 25.8 
99.1 159.9 252.1 
0.0 0.1 0.4 
4.0 4.2 5.4 
86.3 144.9 224.0 
8.8 10.7 22.3 
726.6 847.6 1,072.0 
339.3 398.3 544.5 
188.7 215.2 254.1 
40.1 44.4 54.1 
110.5 138.7 236.3 
355.4 467.3 494.8 
235.0 284.0 285.1 
10.6 4.4 3.9 
10. 8 22.4 19.2 
32.2 49.4 73.3 
66.8 107.1 113. 3 
4.1 9.4 6.1 
1,888.4 2,258.0 2,838.6 
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出の動きについて言えば，合衆国経済の成長がヨーロッパ諸国にあたえたインパクトによ
って基本的に，輸出市場の進展が，①その年の深まりとともに競争力の向上を後押しした
り，②その向上に先行したり，また③ある程度はそうした向上がなくてもやっていけるこ
とを可能にしたのであるが，この競争力の向上は， 1983年前半に非エネルギー輸出を躍進
させるうえで大きな重要性をもっていた。
すでに言及したエネルギー関連製品を捨象すると， 1983年に大きな伸び率を記録した商
品は，あまり重要でないグループも除外すると， EEC諸国を主たる輸出先とするもので
あった。すなわち，乗用車〔1983年にその88.0形は EEC向けであった〕， 畜産品・野莱
類・食料品〔同じく EEC向け比率は54.3%であった〕，そしてある程度，「非エネルギー
原材料と中間財」から成るグループ〔EECは1983年にこうした財貨の38%を受け入れ
た〕がそれである。鉄鋼製品を主たる項目とするこの（最後の）グループで重要な点は，
合衆国への販売が一一例によって1983年の比率を用いると，合衆国向けはその7.9彩にす
ぎず，また同年前半にこの市場が不振であったにもかかわらず一急増したことと，この
製品グループは OPEC諸国市場で見られた落ち込み（の影響）を感じさせない唯一のも
のであったという事実である。 OPEC市場で記録された後退は， いわゆる「その他のア
メリカ」グループー一ここには，アメリカ大陸にあって OECDもしくは OPECに属さ
ないすべての国が含まれている一ーで生じた後退と並んで，プラント輸出の動向と〔程度
は軽いが〕消費財輸出の動向を悪化させた決定的要因であった。プラント輸出（の悪化）
については，この種の財貨の主要な顧客である「その他のアメリカ」市場で，大きな成長
を達成した唯一の製品である海上輸送機器を除かねばならない。消費財（輸出）について
は一すでに触れた乗用車の例外を別にすると一ー， この輸出分野の沈滞から免れたの
は，合衆国への非耐久財の販売（だけ）であった。そして， COMECON諸国への輸出の
急増については，この地域へのスペインの輸出全体の53.5彩を1983年に占めていた，中間
財と非エネルギー原材料の販売の伸びによって基本的に説明される。
そこで，いろいろな市場において主な競争相手国の製品と競合関係にあったスペインの
輸出が， 1983年に如何にそうした市場の推移にたいして非常に感応的であったか，という
点について評価できる。この市場の推移は，いろいろな製品グループに見られた動向にと
って実に重要な要因となったのである。手元の統計による情報から， 1983年における輸出
の全般的に良好な動きに伴っていろいろな市場でシェアが上昇したか否かは，正確に計測
することはできない。とはいえ，その年に最もダイナミックであった OECD諸国市場で
は，その圏内からの製品輸入が一ーエネルギー関連製品（の圏外からの輸入）を部分的に
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2 -18表スペインの外国貿易の地域別分布
単位：上段=10億ペセタ，下段＝シェア〔％〕
輸 入 輸 出
19s1 I 1982 I 1983 1981 I 1982 I 1983 
世界全体 2,970.4 3,465.6 4,176.4 1,888.4 2,258.0 2,838.6 
OECD 1,518.1 1,883.8 2,241.9 1,126.9 1,390.6 1,843.2 51.1 54.4 53.7 59.7 61. 5 64.9 
EEC 861. 9 1,083.9 1,348.9 812.3 1. 035. 2 1,370.6 29.0 31. 3 32.3 43.0 45.8 48.3 
合衆国 412.4 478.3 495.5 126.9 145.5 206.6 13.9 13.8 1. 9 6. 7 6.4 7.3 
その他の OECD 243.8 321. 6 397.5 187.7 209.9 266.0 8.2 9.3 9.5 9.9 9.3 9.4 
OPEC 901. 3 929.6 1,047.8 280.1 340.2 397.8 30.3 26.8 25.1 14.8 15.1 14.0 
COMECON 83.8 106. 6 137.6 89.1 60.3 87.3 2.8 3.1 3.3 4.7 2.7 3.1 
その他のアメリカ 287.5 317.9 463.2 147.4 170.7 142.9 9.7 9.2 11.1 7.8 7.6 5.0 
その他の世界 179.8 227.6 285.9 244.8 296.3 367.5 6.1 6.5 6.8 13.0 13.1 13.0 
出所〕 DGA. 
排除する目的で一一実質的に5彩ほど増加した。その地域へのスペインの非エネルギー輸
出の実質増は10彩を超え，したがって実質的なシェアの上昇も非常に大きかったと断言で・
きるであろう。
観光収入は財・サービス輸出の一項目であるが，商品輸出と並んで，実際に多額の成果
（外貨）をもたらした。観光収入はペセタ建てで， 1983年に対前年比25.7彩増になった。
消費者物価指数のうち観光支出の項目は17彩近く上昇し点を考慮に入れると，この費目の
実質増は796を少し上回ったことになる。 1982年のその伸びは，国民経済計算の推計によ
れば，これよりいくらか大きくてほぼ9彩であった。
1983年における観光の動向にかんする数量的な指標は錯綜しており，ここでの考察とは
異なる結果が現れている。外国人宿泊にかんするホテル業部門からの情報は， 前年比で
3.3形の伸びを示している。スペインを訪れた鍋光客〔外国人と外国在住のスペイン人〕
の数は全体で1983年に 1.8%の減少を示し，その数は4100万人をわずかに超えるにとどま
った。観光収入にかんする国庫（収支）記録 registrode cajaの情報は， その収入の増
加率を歪めるような動きに左右されていたようには思えないし，また消費者物価指数のデ
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ータも正常であるように思えるので， 7劣台の観光（収入）の実質増は妥当な推定であっ
たと考えることができる。
最後に，商品輸出について一ー•それを国民経済計算のタームで表すために，税関庁（の
情報）にしたがって—調整をほどこせば， 1983年の財・サービス輸出全体について 7.6
彩の実質増加率〔暫定値〕が得られる。
商品輸入は，税関庁のデータによれば， 1983年に名目で20.5形の伸びを示した。前年の
その率は16.7彩にすぎなかったが，それにもかかわらず，その年の伸びは実質で一ー1983
年の0.8彩減に対して―-2.4彩増になった。こうした事実の説明要因は，両年におけるデ
フレーターの異なる動きに見いだされる。というのも，輸入デフレーターは1982年にペセ
夕建てで14.0彩の上昇にとどまったのに対して， 1983年の上昇は21.5彩に達したからであ
る。
いずれにせよ，商品輸入の分析は，輸出のそれと同様に，エネルギー関連項目と非エネ
ルギー関連項目に分けてから行われねばならない。というのは，両者の動きは上記の2年
間に非常に異なっていたからである。
1982年に輸入原油価格〔ドル建て〕は前年に比べて4.2%低下した。それにもかかわら
ず，その年にペセタがドルに対して減価したために，ペセタ建てでは13.9彩も上昇したの
である。 1982年に原油の輸入減は実質的に高まったが，もしそこから「マキラ制」による
原油輸入を差し引くと，その減少は一層大幅になる。そのため，その他のエネルギー関連
製品（輸入）が実質的にかなり増加したにもかかわらず， エネルギー輸入は全体として
4. 7彩低下した。 1983年に，こうした基本的な動向は持続されただけでなく大いに強めら
れた。実際， ドル建て原油価格の低下は非常に大幅で10.7彩にのぼったが， しかしペセタ
のドルに対する減価も1982年より大幅であったので，輸入原油のペセタ建て価格は16.7%
も上昇した。原油の輸入量は． 「マキラ制」による原油（輸入）が30彩近くも増加したに
もかかわらず安定していた。だが，石油精製品の購入が実質的に非常に大幅に一ー50彩近
くも一ー増加したので，エネルギー輸入は全体として 3.8形増えたのである。
前にも触れたが，石油精製産業で生じている変化は，石油製品貿易を非常に大きく混乱
させている。何年も前からスペイン経済で生じている，一次エネルギー源としての石油の
代替過程と，スペイン経済自体の低い活動水準は， エネルギー関連製品の輸入減を一一
一部は気象（降水）条件によって相殺されたものの—もたらした二つの要因であった。
「マキラ制」による原油—その精製品の一部は輸出品として計上されるが，しかしまた
その一部は国内市場向けに（輸出されずに）残される一ーの流入は，既述の石油精製品の
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相互交換の慣行とも相まって，上述した基本的な動向の流れを変えさせ，また，特定のタ
イプの分析にあたっても，エネルギー関連製品の輸出入を全体として考察することを余儀
なくさせている。現行の分析にとって意味深い事実は，エネルギー関連製品輸入が全体と
して，この2年来の低下に対して1983年には一その輸入の決定要因すべての下支えもあ
って一一実質的にかなり伸びたという点である。
1983年に非エネルギー関連製品輸入は，前年をわずかに下回るペセタ建ての伸びを記録
した。輸入デフレーターがこの両年に非常に大きな差異を示したので，非エネルギー輸入
は1982年の実質7.6%増に対して1983年には3.7%減になったものと推定されている。
先進諸国の輸出価格ー一それは，スペインの非エネルギー輸入価格の推移を示す恰好の
指標でありうる一一社， 1982年に先進諸国通貨全体で示すとほぽ7%上昇した。それらの
通貨はペセタに対して平均すると 6%程度増価（上昇）したので，これらの商品価格はペ
セタ建てに直すと一ー2-16表で示されているように一ー13.5%近く上昇したことになる。
1983年に，先進諸国のインフレ率の低下は輸出価格の動きにも認められ，この価格は一一
やはり先進諸国通貨全体で評価するとー3%程度の上昇率にとどまった。だが，これら
の通貨はペセタに対して年平均で19.8%もの大幅な増価を記録したので， 1983年の非エネ
ルギー輸入（のペセタ建て）価格の上昇は非常に大きくて， スペイン銀行「調査・研究
局」の推計では24%を超えた。
かくて，；原油価格が〔通常の表示通貨である〕ドル建てで非常に大幅な低下を記録した
年に，また世界のインフレーションもかなり鈍化した一1982年後半に始まり1983年前半
にも持続した，非エネルギー原材料価格の（上昇の）兆しは，その後数力月間にわたり弱
まった~ スペイン経済が輸入商品価格の上昇をつうじて受け入れたインフレ・・イ
ンパクト（輸入インフレ）は如何に大きいものであったか，に気づかれるであろう。輸入
価格は全体として1983年にペセタ建てで・―-1982年の14.0%に対して一一21.5%も上昇し
たと推定されているのである。
国内製品に対する外国商品の競争力の喪失は，いくつかの部門で国内財による輸入財の
代替フ゜ロセスを一ースペインの要素賦存状況と生産構造からみて可能な範囲内で一~押し
進めて，そうした部門の活動水準に剌激を与えた。その他の部門では， 1982年前半に生じ
たのと同じ程度の—ただし，その当時とは逆向きの一一一時的な輸入のシフトが発生し
たであろう。
商品別・地域別分析において製品輸入の推移を特徴づける二つの事実は，まず①エネル
ギー輸入が非エネルギー輸入にたいして高いウェートを占めており， しかもエネルギー輸
182 
スペイン経済： 1983年一~ ン銀行「年次報告」より一ー（楠） 183 
入のなかで, OPECからの製品が「その他のアメリカ」諸国〔メキシコ〕からの製品に
よって代替されている点であり，③非エネルギー関連製品の購入については，すでに指摘
した低下基調のなかで，合衆国からの輸入がその他の地域からの輸入によって代替されて
いる点である。
一般機械と輸送機器の実質的な輸入減一一唯一の例外は陸上輸送機器であるーは， E
ECからの製品輸入の後退に大きな影響を与えた。有利な展開を示したのは，石油精製品
の購入―スペインの石油製品輸出の大半は，やはりこの EEC向けである点を想起され
たい一ーと，食料品や農業向け非エネルギー原材料の輸入だけであった。この農業向け非
エネルギー原材料の購入は，その79.9彩が1982年には合衆国産であったが， 1983年になる
とそのシェアはわずか58.3%に低下した。ヨーロッパと「その他のアメリカ」諸国が，合
衆国からのこれらの製品輸入の低下によって利益をうけたのである。この合衆国市場から
は，一般機械の購入のささやかな増加率がペセタ建てでかろうじて維持されたが， それ
も，しかし，実質では低下したのである。
最後に， COMECON諸国からの輸入の伸びは， 1983年にその地域からの輸入の67.1彩
を占めていたエネルギー関連製品の購入が増加したことから，事実上すべてが説明される
点を指摘しておかねばならない。耐久消費財の輸入一ーこれは，食料品以外の消費財のう
ちでプラスの実質増を記録した唯一のグループである一は主として． いわゆる「その
他の OECD諸国」グループ〔そこには日本が含まれている〕から入ってきた。
商品輸入の動向は，財・ サービス輸入の推移を基本的に決定する要因である。しかるべ
き調整をおこなったうえで，こうした対外需要の項目は， 1982年の実質4.5彩増に対して
1983年には0.6彩減少したと推定されている。
2. 3. 物価と生産コスト
スペインのインフレーションは一ペセタの為替レートが大幅に減価したために輸入
「投入財」の高騰をつうじて国内物価に上昇圧力がかかったにもかかわらず―1983年に
その上昇率を前年に比べて鈍化させた。とはいえ，そのプロセスの展開は，いろいろな部
門の相対価格の平均的な動向にかんしても．その相対価格の年間をつうじての推移にかん
しても，一様ではなかった。なぜなら，農産物と食料品の価格上昇は平均すると工業製品
とサービスの価格上昇よりも軽微であり，またインフレーションはその年の秋まで徐々に
そのリズムを鈍化させたが，年末の数力月にあらたな上昇圧力を見せたからである。全体
を平均すれば鈍化しつつも第W四半期には反騰し，しかも非食料品価格に（鈍化への）抵
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2 -19表消費者物価指数の推移〔a〕
総合指数 非食料品
変化率
食飲 料
〔100彩〕
たばこ
〔全59.48形体〕 エ〔5ネ.3ル2彩ギ〕ー I非-〔2工エ5.業ネ96製ル彩品ギ〕I 〔サ28ー.2ビ0%ス〕(40.25%〕
1981 14.6 13.6 15.1 32.4 12.4 14.4 
1982 14.4 15.0 14.1 10. 5 13.1 15.7 
1983 12.2 10.7 13.0 16.2 12.7 12.6 
1982 第I四半期 16.2 17.5 15.5 16.7 13.5 19.1 
第I四半期 15.7 19.1 13.9 2.1 15.1 15.8 
第皿四半期 1. 8 12.5 1. 3 0.5 14.1 14.5 
第1V四半期 1. 3 5.3 14.9 22.8 11.8 10. 9 
1983 第1四半期 14.2 12.4 15.0 49.8 1. 8 12.2 
第Il四半期 10. 6 1. 7 10.0 0.2 13.4 10.4 
第Il四半期 8.1 3.4 10.9 13.8 13.2 
第1V四半期 17.2 21.4 14.8 13.7 10.5 15.1 
出所〕 INE. 
a〕各四半期ごとの変化率は，前年同期比で計算され，年率に直して表示されている。
データは季節調整済み。
抗の兆しが見られたこうした動向は，単位生産コストの推移をかなり反映していた。この
コストを構成する労働要因にも， 1982年よりいくらか低い上昇率が記録されたけれども，
それは，輸入「投入財」（の高騰）に由来するコスト上昇によって相殺され， しかもその
上昇は同年下半期に加速したので，年末の数力月におけるインフレ率の上昇に影響が現れ
たに違いない。
消費者物価指数 CPI は一ー前年〔同期）の 14.4彩に対して—1983年に平均して12.2
％上昇した。 1982年12月から1983年12月までの（累積）上昇率は，年間（単純）平均上昇
率と一致したとはいえ，そこから，イン、フレ過程がその年をつうじて一様な推移をたどっ
たと考えてはならない。総合指数につ、いて季節調整をほどこした時系列の四半期ベースの
変化率が載っている 2-19表から観察されるように， 1982年第IV四半期に比べて 1983年第
I四半期には（上昇率の）加速化が見られた後に，消費者物価は同年第II~第m四半期に
かけて連続して鈍化局面に入ったが，第IV四半期にはふたたび反騰に転じたのである。
しかしながら，上で述べられた集計量の平均的な推移をみても年間をつうじての特徴を
みても，いろいろな部門で相異なる価格の動きが明らかにはされない。というのも食料品
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価格は平均すると上昇幅が比較的小さかったけれども，より不規則な動きを見せたうえに
年末の数力月には決定的に総合指数の上昇を加速させたからである。実際，食料品の消費
者物価指数は1983年の平均で10.7彩上昇したが，これは， ~982年の実績15.0彩に比べると
上昇率のかなりの低下を意味している。とはいえ，それぞれの年をつうじての（累積）上
昇率を比較すると， 1983年第W四半期には CPI(の上昇）が加速したために， 両年の変
化率の間にほとんど差が見いだせない〔1982年の 13.0彩に対して 1983年は 12.7彩であっ
た〕。総合指数を平均的に鎮静化するうえで決定的な役割を果たした未加工食料品の価格
は， 1982年の15.4彩から1983年には9.6%の上昇にとどまった。しかし，第皿四半期に絶
対的に低下するに至ったのちに第w四半期には大幅に加速したのも，まさにこの未加工食． 
料品価格であった。加工食料品は相対的によりダイナミックな動きを見せたけれども，前
年に比べてその（価格上昇の）鈍化もまた大きかった一ー1982年の14.6%に対して1983年
は1.8彩であった一ーうえに，未加工食料品価格の急激な変動を部分的に緩和したのであ
る。
消費者物価のうち食料品（価格）の推移は，農家受取価格の実績—その一般的な特徴
2 -20表工業製品価格指数と農家受取価格
変化率
農家受取価格 工業製品価格指数
総合指数1規制価格l畠由市靡総合指数1中間財 I消費財 Iプラント
1981 12.8 12.3 13.2 15.7 19.4 11.0 14.2 
1982 15.9 15.1 16.6 12.4 12.4 12.4 12.6 
1983 9.2 9.3 9.1 14.0 15.0 13.0 13.1 
1982 第I四半期 15.5 14.5 13.4 12.4 12.0 12.2 13.5 
第I四半期 36.0 1. 5 68.7 9.9 7.2 12.4 13.4 
第m四半期 8.0 9.9 4.0 7.2 3.5 1. 2 10.1 
第IV四半期 6.0 2.9 10.3 16.3 13.8 12.8 12.3 
1983 第I四半期 0.1 -0.1 2.7 19.7 31. 8 13.5 18.2 
第I四半期 -1.6 10.7 -10.3 11.0 8.2 13.9 12.1 
第皿四半期 13.6 25.8 -1.1 10.3 8.6 12.9 9.6 
第IV四半期 30.9 31. 4 110.9 19.9 29.3 10.7 11.5 
出所〕 INEおよび Ministeriode Agricultura. 
a〕各四半期ごとの変化率は，前年同期比で計算され，年率に直して表示されている。
データは季節調整済み。
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は， 2 -20表から分かるように，量的にはより際立っていたものの質的には（食料品価格
に）類似していた点にあった一ーを反映していた。つまり農家受取価格は，年間（単純）
平均では1982年の15.9彩から1983年の9.2彩へ大きく鈍化したけれども， 1983年の秋以降
そうした傾向は逆転し，ついにその価格指数の年間をつうじての（累積）変化率は，前年
同期比で1982年の14.9彩から1983年には17.2彩に高まったのである。キャンペーン下にあ
って規制された価格は，農産物価格の平均的な推移を緩和するうえて決定的な要因となっ
た—その上昇率は年平均で， 1982年の15.1彩から1983年には 9.3 彩になった一ーが，し
かしその年間をつうじての（累積的な）推移は春から徐々に上昇していった。自由市場価
格は， 1983年を平均すれば規制価格とほぼ同じ率で上昇したものの，その平均的な上昇率
の鈍化は一1982年の16.6形から1983年の9.1%へ，と一ー規制価格のそれよりも大幅で
あったが，そうした傾向は第IV四半期に突如として反転した。自由市場での農家受取価格
に季節調整をほどこした時系列の， 1983年第l[四半期から第IV四半期への四半期ベースの
上昇率は，年率に直すと 111.2%(2-20表では110.9形）に達するが，これは，農業部門
が1983年の大部分をつうじて最も重要なインフレ抑制要因となった後に，その時期になっ
てスペインで強いインフレ圧力に転じたことを示している。
消費者物価指数のうち非食料品の項目の平均上昇率は， 1982年の14.1彩よりも低く13.0
彩にとどまったが，この鈍化は食料品の項目ほど大きくはなかった。さらに，年間をつう
じての（累積的な）その推移は，第I四半期における一ーこの場合，中位の一ー加速化と
その後の鈍化，そして8月以降の，その上昇率の伸びにおける新たな反騰によって特徴づ
けられていたけれども，その推移は全体としてみると一ー工業製品とサービスとで相異な． 
る価格の動きがもたらされたにもかかわらず—より持続的であった。工業製品は消費財
のなかで最大の価格上昇率を記録しただけでなく，その伸び率を1982年よりも高めた唯一
の項目でもあった。 1983年の年初と年末におけるエネルギー価格の調整は，上記の相異な
る価格の動きをもたらすうえで決定的な作用を及ぼしたとはいえ，確かなことは，非エネ
ルギー工業製品の項目も，その年の大半をつうじて一一正確に言えばエネルギー価格が安
定した局面において一ー総合指数を構成する他の財貨よりも大幅で持続的な（価格）上昇率
を維持したという点である。しかし，（エネルギー）価格の加速的上昇がスペインのイン
フレ過程の推移を左右する特徴となった1983年末の2カ月間，非エネルギー工業製品価格
はその上昇率を緩和させた。逆に，サービス価格は一ー1982年の15.7彩から1983年の12.6． 
彩へ，平均的にはより際立った鈍化を記録したにもかかわらずー一同年末に非食料品項目
のなかで最大の上昇圧力を示したのである。とはいえ，総合指数のなかの住宅サービスの
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項目が演じた鎮静化の役割を是非とも特筆しておかねばならない。なぜなら，この項目を
除外すると，その他のサービス全体ではその平均上昇率が14.0彩を超えるからである。実
際，もし消費者物価の分析がその機能的分類にしたがって遂行されるならば，より緩やか
な推移が記録されたのは，まさにこの住宅の項目一ーこの場合，暖房・ガス（光熱費）な
どに分類される支出も含まれる一ーなのである。他方，「対個人」サービスや財貨，「槻
光」，そして「医療サービスと医薬」は，最もダイナミックな項目であった。
工業製品の卸売物価の推移は， 1983年におけるスペインのインフレ過程の顕著な特徴で
あった，この部門でのインフレーションの大幅な変動を裏付けている。工業製品価格の総
合指数は14.0%上昇したが，これは前年に見られた上昇率12.4%よりも高い。中間（エ
業）製品は最大の上昇圧力を示しており，なかでもエネルギー（の圧力）が最も激しかっ
たけれども，中間製品の価格指数を構成する他の諸項目も，その指数が持続的に上昇する
のに力を貸した。最終工業製品の卸売物価の上昇率は，中間製品のそれよりもいくらか緩
やかであったが， しかし前年に比べると加速した。消費者向け工業製品は第I~第I四半
期にかけて13彩~14%の持続的な上昇率を維持したけれども，第1V四半期には鈍化した。． 
投資財価格については，平均すると同じ時期により高い上昇率をもったものの， 1983年が
深まるにつれて徐々に鎮静化する兆しをみせた。
建設部門の最終価格は，それに関する直接のデータが利用できないけれども， 1982年の
11.5%に対して12.3彩の平均上昇率を記録した建設コスト指数の動向から判断して， 1983
年にその上昇率をわずかに加速させたに違いない。建設部門のコストのうち「エネルギー． 
と（建設）資材」の項目はより高い上昇率を記録したが，しかし前年比でもっとも激しく
高騰したのは労働コストであった。
これまでに述べた国内需要のいろいろな項目を総合した価格の推移—その特徴は，消
費価格が鈍化して固定資本価格が高騰した〔なかでも一般機械とプラントの高騰は建設価
格よりも際立っていた〕点にある一ーは， 1982年よりも低い国内需要デフレーターの上昇
率をもたらした。 しかしながら，輸出企業が一ーペセタの為替レートの減価から得られ
た，外国市場における大幅な競争力の向上を利用して一ーその利潤マージンを回復させた
ために，財・サービスの輸出デフレーターの上昇が加速したことから〔本章の外国需要に
かんする 2.2.2節をみよ〕， 国内需要による（価格）鎮静化の好影響は相殺されてしまっ
た。かくて最終需要ー一国内需要プラス輸出ーーにかんする価格上昇率は，推定で前年の
それをわずかに上回った〔1982年の 13.4形に対して1983年には 13.6彩になったJ。しかし
ながら，こうした結果は，輸入財の高騰が国内物価に及ぼしたインパクトを反映している
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2 -21表建設コスト〔a〕
変化率
総建設コスト指数 生賃産金単位コ当たりスト 資エネ材ルコギスート・
1981 16.8 7.5 27.6 
1982 11.5 9.8 12.8 
1983 12.3 1. 2 13.7 
1982 第I四半期 9.4 10.3 8.5 
第I四半期 7.5 7.0 7.2 
第m四半期 8.3 10.3 5.9 
第1V四半期 13.5 10.7 16.0 
1983 第I四半期 21. 5 20.6 24.8 
第I四半期 5.4 6.7 3.9 
第lI四半期 8.2 4.9 10.、9
第1V四半期 17.0 10.3 22.7 
出所〕 Confederaci6n Nacional de la Construcci6n, SEOP ANおよび（スペイン銀
行）独立の作成による。
a〕各四半期ごとの変化率は，前年同期比で計算され，年率に直して表示されている。
データは季節調整済み。
点を忘れてはならない。というのも，輸入デフレーターは前年の13.4彩に対して21.0彩も
上昇したからである。実際， 市場価格で表示した GDPデフレーターの上昇率は， 間接
税マイナス補助金が GDPよりも大きく伸びたにもかかわらず， 1982年の 13.4彩から
1983年には12.1彩まで低下したのである。
1983年におけるスペインの物価上昇率は，前述の数値が示しているようにかなり低下し
たものの， OECD諸国もそのインフレ率をかなり鈍化させたので，これらの諸国との平均
格差を縮小するには不十分であった〔2-22表をみよ〕。スペインにおける消費者物価の平
均上昇率と OECD全体のそれ一ーーこの集計量は，各国の消費額でウェート付けされてい
る―との格差は，前年とよく似た7ボイント近い水準に保たれた。さらに，こうした結
果は，スペインにおける食料品価格の比較的有利な推移に起因しており，この食料品部門
での格差は確かに縮小したのである。逆に，上で指摘したように， 1983年におけるスペイ
ンの物価のなかで，最もインフレを助長した項目である工業製品の平均価格上昇率にかん
する格差は， 1982年よりもかなり拡大した。スペインにおけるインフレーションの展開と
OECD諸国全体のそれを比較しながら，それぞれの推移を説明するうえで輸入「投入財」
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価格が果たした役割の違いを2-2表から観察できる。この価格は，スペインではインフ
レ圧力の重要な要素であったのに対して， OECD諸国では物価を安定させる基本的な要
因になったのである。もうひとつの可変的生産コストー一労働コストー一の比較分析は，
統計による情報が不足しているために一層難しいけれども，同表にはもっぱら工業につい
て，いくつかの比較可能な数値が載せられいる。それら数値は，利用に際して若干注意を
要するものの，スベインと先進諸国との動向の差異にかんして一般的な大筋を示してい
る。同表から分かるように，先進諸国では，貨幣賃金の鈍化過程が継続したうえに労働生
産性が大きく回復した結果，工業における生産単位当たり労働コストの大幅な鈍化が記録
された。スペインでは，工業部門における単位労働コストは，賃金と生産性が1983年も19
82年と同じように推移したために，前年とほぼ同じ率で上昇したのである。しかしながら
生産性の動きのなかには，集計量に顕れない重要な差異を含んだ特徴が存在している。す
なわち， 1983年には前年に比べて（工業の）生産と雇用の推移に改善が見られたのである。
上で述べたインフレ過程の動向—その特徴は，平均すると総合指数が鈍化したにもか
かわらず，多数の部門でそれへの抵抗の兆しが見られ，また1983年末の数力月間に全般的
な高騰が生じた点にある一ーは，前年よりもいくらか低い〔1982年の13.0彩に対して1983
年には12.1%の〕平均上昇率をもった単位可変コストの動向をかなり反映していた。単位
労働コストに見られたわずかな鈍化―1982年の平均10.8彩から， 10.1彩の上昇にとどま
ったと推定されている一は，輸入「投入財」の高騰を相殺するには十分でなかったう
えに，この高騰による影響のほかにも，最終価格にたいする間接税（マイナス補助金）の
〔またもや作用した〕悪影響を付け加えねばならないであろう。スペイン経済の他の部門
の平均生産コストを抑制するのに貢献したのは農産「投入財」価格だけであったので，そ
れを除くと，コスト指標〔推定〕は鈍化するどころか，むしろ1983年に一ー前年の12.0彩
から12.4彩ヘ-いくらか上昇したのである。
単位労働コストが鈍化したと推定された理由は，一方で労働生産性が上昇し他方で貨幣
賃金マイナス社会保障負担の上昇率が低下した点に求められる。「賃金調査」の対象であ
る非農業部門ーー工業，建設業，商業，銀行業，保険業，輸送業，通信業一ーでの就業者
一人当たり平均月給は，同調査にもとづく情報によれば1983年の平均で13.5彩の上昇率を
記録したが，これは1982年の実績14.1彩に比べてわずかな鈍化を意味している。 1983年を
つうじての一連の推移を分析すると，夏の数力月間ー一その時期の賃金上昇を過大評価さ
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2 -22表スペインと先進諸国における物価と生産コスト〔a〕
変化率
I 1980 I 1981 I 1982 I 1983 
単位労働コスト〔工業〕〔b〕
スペイン 1. 9 10.6 7.8 7.1 
先進諸国〔c〕 9.1 6.8 7.0 3.5 〔d〕
労働コスト〔工業〕〔b〕
スペイン 16.0 15.4 13.5 13.0 
先進諸国〔c〕 1. 7 10.9 8.9 6. 〇〔d〕
生産性〔工業〕〔b〕
スペイン〔e〕 3.7 4.3 5.3 5.5 
先進諸国〔c〕 2.2 3.9 1. 7 4.6 〔d〕
総輸入価格
スペイン 38.1 31. 3 14.0 21. 5 
OECD全体 22.0 10.5 4.8 1.8 
エネルギー輸入価格
スペイン 77.7 41.4 14.7 17.0 
OECD全体 70.0 24.0 4.5 -4.5 
非エネルギー輸入価格
スペイン 21. 2 24.7 13.5 24.5 
OECD全体 12.0 8.0 3.0 4.5 
先進諸国通貨全体に対する
ペセタの実効為替レートの変動 -7.0 -8.2 -5.8 -18.5 
〔参考〕
消費者物価指数〔総合〕
スペイン 15.5 14.6 14.4 12.2 
OECD全体 12.8 10.5 7.8 5.3 
消費財価格指数〔食料品〕
スペイン 9.1 +3.6 15.0 10.7 
OECD全体 9.5 9.3 7.0 4.3 
工業製品価格指数
スペイン 17.4 15.7 12.3 14.0 
OECD全体 14.5 8.8 5.8 3.8 
GDPデフレーター
スペイン 13.7 13.8 13.5 12.1 
OECD全体 9.5 8.9 7.2 5.3 
出所） INE,BE,OECDおよび IMF.
a〕スペインの生産コストと物価のデータはペセタで表示され，先進諸国もしくはOECD
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全体のそれは当該諸国通貨全体で表示されている。
b〕スペイン工業における労働コスト，生産性，および単位労働コストの推計値は， IMF
のデータから得られた，先進諸国の各推計値と均質なものではない。スペインのそれ
は一人当たり収入と一人当たり生産性から推計されているのに対して， IMFの推計
は時間当たり収入と時間当たり生産性に基づいているからである。しかしながら，ス
ペイン工業における時間当たり収入が変動しやすく，また実労働時間にかんする情報
の質が悪い点を考慮すると，この表でなされている比較は一利用可能な統計による
情報に限界がある以上一一最も均質なものに近い。
c〕このグループには次の国々が含まれる。すなわち，合衆国・日本・カナダ・フランス
・ドイツ・イタリア・オランダ・ベルギー・デンマーク・オーストリア・ノルウェー
・スウェーデン・スイス・英国。 IMFによる数値から得られた集計量のデータは，
1983年の各為替レートと国内総生産額によってウエート付けされている。
d〕最新のデータは， 1983年9月のもの。それゆえ，変化率は1月~9月期について算定
されている。
e〕生産性のデータは， 四半期シリーズから算定されているので， 2-27表のデータとは
些細な点でいくらか麒甑が生じている。
せたものと思われる~〔1〕とはいえ，確か
なことは，労働協約で取り決められた賃金にかんする手元のデータにも，意味のある鈍化
が見出せなかった〔1982年の11.9%増に対して1983年は11.6%増であった〕という点であ
る。春までは前年同期に比べるとゆるやかな—もっとも， 1982年第w四半期と比較する
● 0 
とより持続的な一上昇率を維持した農業での賃金でさえ，その上昇率が1983年の後半に
なって特に6月から8月にかけて加速したために，平均すると大した鈍化を記録するには
至らず， 1983年には前年の9.3%に対して 9.0%上昇したのである。「建設業での賃金コ
スト」指数だけが，前にすでに指摘したように，より明らかな鈍化の兆しを見せたのであ
る。
「賃金調査」の一人当たり平均月給指数の推移に見られる，上で言及した不規則性なら
びに賃金動態の複雑さそのものの故に，~々な時点で結ばれた労働協約それぞれに協
1 J 1983年第皿四半期の「賃金調査」の推計によると，全体として次のような諸要因によ
る上昇傾向が示されている。すなわち，①労働者の長期休暇のインパクト。これは，
この数年らい夏期の数力月間の推計に非常に激しい不規則な変動を生じさせている。
RINEが送付した質問票にたいする低い回答率。そして最後に⑧モデル（賃金）の
年間ローテーション・システムにおけるありうべき欠陥。これは，ある種の活動分野
〔とくに商業分野〕の推計値に異常な動きを出現させている。
191 
192 闊西大學『紐清論集」第40巻第1号 (1990年4月）
2 -23表単位労働コスト
変化率
I 1980 I 1981 I 1982 I 1983 
経済全体 12. 4 12.4 10.8 10.1 
一人当たり労働コスト 17.6 15.8 13.5 13.5 
一人当たり純賃金 16.2 15.5 13.9 12.4 
一人当たり社会保障負担 22.0 16.8 12.3 17.1 
生産性 4.6 3.0 2.4 3.1 
実質 GDP〔要素費用表示〕 1.2 -0.2 1.2 2.2 
就業者数 -3.2 -3.1 -1.2 -0.9 
民間非農業部門 13. 2 11.4 11.0 9. 9 
一人当たり労働コスト 17.2 15.2 13.7 14.0 
生産性 3.5 3.4 2.4 3.7 
実質 GDP〔要素費用表示〕 0.3 0.3 0.8 2.0 
就業者数 -3.1 -3.0 -1.6 -1.6 
工 業 11.9 10.6 7.8 7.1 
一人当たり労働コスト 16.0 15.4 13.5 13.0 
生産性〔a〕 3.7 4.3 5.3 5.5 
実質 GDP〔要素費用表示〕 0.0 -0.3 -0.6 3.0 
就業者数 -3.6 -4.4 -5.6 -2.4 
民間サービス業 18.1 13.0 15.? 11.4 
一人当たり労働コスト 20.7 14.8 16.0 14.0 
生産性 2.2 1. 6 0.3 2.3 
実質 GDP〔要素費用表示〕 0.6 0.9 1.6 1. 5 
就業者数 -1.6 -0.7 1.3 -0.8 
出所〕 INEおよび BE.
a〕生産性のデータは，四半期シリーズから算定されているので，
2-27表のデータとは些細な点でいくらか麒甑が生じている。
． 
定事項があるうえに，さらに異なった動態を示す他の賃上げの要素や（賃金の）わたりま
でが付け加わっているために一ー1983年における貨幣賃金の推移の特徴を分析することは
困難である。とはいえ，手元の確かな資料によれば，①1983年初めの数力月間，よりゆる
やかな（賃金の）動きがあり，②その後，春から（その上昇が）加速し，そして③第W四
半期にはそれ以前に比べて上昇リズムの持続性が低下した一ーもっとも， 1982年末と比較
すると大幅な上昇率が維持された一点が示唆されている。労働者の購買力の推移を説明
する変数としての実質賃金の動きを分析するために，これらの推移を消費者物価指数の動
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きと比較すると，インフレ過程の鈍化局面ー一同年第II~第皿四半期一ーは貨幣賃金の加
速（的上昇）局面と一致していたことに気づく。かくして， 198硝三末に可処分所得の大き
な伸びが記録された結果， 1983年第I四半期に消費需要に顕れた剌激が，そろそろ枯渇し
始めた時期にあたる上記の両四半期にも，消費需要はある程度持続されたのである〔本章
の2.1節をみよ〕。貨幣賃金は，同年後半に生産コストのルートをつうじて物価に及ぽした
大きな圧力のほかに，このように需要の側からも間接的な圧力をかけたことになるが，こ
れは，同年末の数力月間に記録されたインフレ再発のもうひとつの説明要因である。
社会保障の負担増は1982年の12.2形から15.2彩に高まった。そうした増加の大部分は，
使用者側の負担分を上回る伸びを見せた労働者側の負担増に起因していた。逆に，見掛け
の労働生産性ー一その分析は2.4節でなされるであろう一ーは， 1983年にその上昇率を前
年よりも加速させ，かくて単位労働コストが増大するのを緩和させたのである。
要するに， 1983年にスペインのインフレ過程は，生産コストの側から，①農産物の規制
価格のゆるやかな動向と，R単位労働コストの鈍化に恵まれたのであるが，後者が鈍化し
た原因の一部は，生産活動の動向が一ー数年来とは対照的に一ー改善した反面，民間の非
農業部門での雇用の低下率がこれまでと同じように推移した結果，労働生産性の上昇が加
2-24表賃金上昇率の指標〔a〕
変化率
1鍔尉 誓嘔 I 協定賃金 1農業での日当
1981 19.0 15.4 13.2 
1982 15.4 14.0 1. 9 
1983 14.9 13.5 1. 6 
1982 第I四半期 17.4 15.9 12.0 
第I四半期 14.0 13.7 12.0 
第m四半期 14.1 13.6 12.2 
第1V四半期 16.0 12.7 11.2 
1983 第I四半期 12.0 11.2 11.5 
第I四半期 14.1 13.6 11.6 
第m四半期 19.4 16.0 10.9 
第IV四半期 15.5 13.6 11.5 
出所〕 INE, Ministerio de Agriculturaおよび Ministeriode Trabajo. 
a〕各四半期ごとの変化率は，前年同期にたいして算定されている。
1. 9 
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9.0 
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速した点に求められる。大きなインフレ圧力は，輸入「投入財」の高騰ーーその推移は
2.2.2節で分析された-に由来していたが，さらに，最終価格にたいする間接税の新た
なプラスの寄与分を付け加えねばならない。実際，生産税プラス輸入税マイナス補助金
は， 平均インフレ率をはるかに超える 25.6%も伸びたうえに，前年の実績—19.1%増
—に比べても大幅な上昇を記録したのである。
2. 4. 生産諸要素の利用：雇用
労働力調査によればー2-25表と 2-5図をみよーー1983年にスペイン経済の総雇用
は，前年の7万人減に対して8万9000人減少した。これに対応する平均減少率〔ー0.9%)． 
は1982年のそれ〔ー1.2%〕よりもまだわずかにましではあったが，確かなことは，その
年をつうじての就業機会の喪失にかんする上記の絶対数から判断して， 1980年から記録さ
れてきた雇用低下の鈍化過程が事実上停まってしまったという点である。こうした全体的
な結果は，建設業，民間サービス業，それに政府〔部門〕サービスにおける雇用の平均変
化率に見られた， 1982年よりも芳しくない推移に起因していた。しかし，農業就業者数の
2 -25表雇用の変動
単位：千人
絶対数 増減〔a〕 変化率〔b〕：%
IV198四3年半第期
1980 11981 1198211983 1980 11981 11982 ! 1983 
就業者 10,689 -442 -288 -70 -89 -3.2 -3.1 -1.2 -0.9 
農業部門 1,909 -150 -121 2 -41 -6.8 -5.8 -2.8 -0.4 
民間非農業部門 7,666 -337 -162 -121 -98 -3.1 -3.0 -1.6 -1.6 
政府〔部門〕サー ビス 1,114 45 -5 49 50 4.2 1. 7 4.6 3.1 
雇用者 ~.433 -337 -180 -26 -146 -3.5 -3.2 -0.? -1.5 
農業部門 526 -42 -26 18 -35 -8.8 -5.4 -0.4 -0.7 
民間非農業部門 5,793 -340 -149 -93 -161 -4.1 -3.8 -1.6 -2.4 
政府〔部門〕サー ビス 1,114 45 -5 49 50 4.2 1. 7 4.6 3.1 
非雇用者 3,256 -105 -108 -44 5~-2. 5 -u -2.4 0. 5 
農業部門 1,383 -108 -95 
民間非農業部門 1,873 3 -13 
出所〕 INE. 
a〕各年の第IV四半期にかんする数値。
b〕年平均値の変化率。
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2-5図雇用の推移
就業者
一4四半期(1年）の移動平均
ー一ー季節調整値の時系列
出所〕 INE. 
単位：千人
雇用者
20 
推移もまた上向きであったとは考えられない。というのも，年平均変化（率）で見るとそ
の低下のリズムは鈍化したものの， 1983年をつうじてこの農業就業者数は，前年の2000人
増に対して4万1000人減となり，その推移の符号を（プラスからマイナスヘ）逆転させた
からである。はっきりと好ましい動きを示したのは工業 Gil設業を除く〕における雇用だ
けであり，その低下率には大幅な鈍化—-1982年の一5.6%から 1983年の一2.4彩ヘーが
記録された。 ． 
総雇用における動向のこうした変化は，雇用者（賃金労働者）の就労の場合により激し
く，雇用者は前年の2万6000人＇減に対して 14万6000人も減少したのであるが， その原因
は，この就労者数の低下に加えて，雇用者から非雇用者（自営業主や家族従業者）へのか
195 
196 闊西大學「経清論集」第40巻第1号 (1990年4月）
なり重要なシフトがいくつかの部門＿基本的には消費財産業，建設業，そしてサービス
業に関連した部門ーーで生じたからである。こうした現象によって1983年における雇用者
（賃金労働者）の雇用減の40彩が説明されるが，同時にそれによって長年来初めて非雇用
者の雇用は一198砕三の4万4000人減から1983年には5万7000人増へ，と一一上向きにな
ったものと思われる。
1983年に農業就業者数は（第w四半期の時点で比較すると），前年の 2000人増に対して
4万1000人減少した〔その大半は雇用者であった〕。 しかしながら，年平均の変化率に注
目すると，農業での雇用は1981年以降検出されてきた低下率の一貫した鈍化ーー1980年に
-6.8彩， 1981年に一5.8彩， 1982年にー2.8彩，そして1983年には一0.4彩—を1983年に
も記録し続けたのである。他の先進諸国の状況に比べると，農業に依然として過剰な働き
手が存在するにもかかわらず，第一次産業の就業者数の伝統的な低下（傾向）にこうした
鈍化が生じた理由は，永続性のある要因によっては部分的にしか説明できない。実際，こ． 
の数年来，農業就業人口が減少したより重要な原因は，その部門から労働力人口のうち高
齢者層が流出（引退）した点にあって，経済の他の諸部門への働き手の移動に起因する部
分は~般的な状況がそうした移動を非常に困難にしたために—ほんのわずかにすぎ
なかった。このことは，農業部門が過去の移民（若年層の出稼ぎ）の結果悩まされてきた
高齢化（問題）の大部分を修復し，したがってまた農業での雇用減を鈍化させたに違いな
い。将来の調整は，基本的に工業やサービス業への働き手の移動に基づいておこなわれる
であろう。しかし，このことは，都市騰において雇用を見出すのが困難である以上，かつ
て見られたような激しい農業就業者数の減少には結びつかないであろう。
民間非農業部門での雇用〔2-26表をみよ〕は， 1983年に 9 万 8000 人減少した—前年
に対する平均変化率は一 1.6彩であった一ーが，このことは， 1982年の12万1000人減に照
らしてみれば，雇用の減少が鈍化し続けていることを意味している。こうした動きにおい
て重要な役割を果たしたのは工業就業者数であって，この部門での雇用は一1983年第I
四半期に増加さえするに至ったが一ー同年（全体）では， 1682年の12万7000人減に対して
3万7000人の減少にとどまったのである。事実上すべての工業サプセクターでは，こうし
た就業者数の改善された状況が反映されていた。 もっとも，上記の鈍化は「その他のエ'
業」部門ではそれほど強くなかった。
1983年に建設業での雇用は，第1四半期と第W四半期における就業者数の強い低下と第
II~第m四半期における雇用の急増に特徴づけられた不規則な変動をつ‘うじて一ー198咲F
の3万6000人減に対して一ー2万7000人減少した。他方， 民間サービス業の就業者数は
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2 -26表民間非農業部門での雇用
単位：千人
絶対数 増減〔a〕 変化率〔b〕：％
霜闊 1980 J 19s1 i rns2i 19s3 1980 i 1981/ 1982 i 1983 
就業者 1,666 -337 -162 -121 -98 -3.1 -3.0 -1.6 -1. 
工業 2,711 -113 -173 -127 -37 -3.6 -4.4 -5.6 -2. 
エネルギー・水道業 146 12 -9 7 -3 1.6 -0.7 -0.4 1. 
非化エ学ネ工ル業ギー鉱業と 368 -17 -5 -32 1 -4.2 -3.3 -5.5 -1. 
金属加工 889 -17 -76 -28 2 -1.1 -4.0 -6.9 -1. 
その他の工業 1,308 -91 -83 -74 -37 -5.6 -5.3 -5.2 -3. 
建設業 883 -88 -34 -36 -27 -6.9 -7.6 -1.5 -2. 
サービス業 4,072 -136 45 42 -34 -1.6 -0.7 1.3 -0. 
輸送・通信業 609 -14 -11 -3 -30 2.5 -2.9 0.3 -4. 
商業 1,463 -33 -22 -27 -6 -1.1 -1.1 -1.9 -1. 
ホテル業 462 -24 36 -2 2 -3.7 2.3 4.2 -2. 
金融サービス 258 -9 ゜16 -10 -0.6 -4.4 4.4 2. その他のサービス 1,280 -56 42 58 10 -3.8 0.6 4.2 2. 
雇用者 5,793 -340 -149 -93 -161 -4.1 -3.8 -1.6 -2. 
工業 2,405 -122 -150 -102 -69 -4.1 -4.5 -5.3 -3. 
エネルギー•水道業 143 12 -9 7 -5 1. 3 -0.6 -1.1 1. 
非化エ学ネ工ル業ギー鉱業と 351 -20 -6 -26 -2 -4.9 -3.9 -5.1 -1. 
金属加工 827 -21 -75 -30 -4 -1.5 -4.3 -7.0 -2. 
その他の工業 1,084 -93 -60 -53 -58 -6.3 -5.4 -4.5 -5. 
建設業 680 -85 -34 -41 -40 -7.9 -9.9 -1.5 -5. 
サービス業 2,708 -133 35 50 -52 -2.8 -1.2 2.0 -0. 
輸送・通信業 452 -8 -7 -1 -42 1.8 -2.0 0.1 -4. 
商業 738 -35 -32 8 -19 -1.9 -3.2 -1.9 -1. 
ホテル業 236 -23 22 -1 2 -7.2 -0.7 7.0 -3. 
金融サービス 254 -9 1 15 -8 -0.8 -4.1 4.5 2. 
その他のサービス 1,028 -58 51 29 15 -5.1 1.4 4.1 1. 
•· 
?
出所〕 INE. 
a〕各年の第1V四半期にかんする数値。
b)年平均値の変化率。
1982ipの4万2000人増とは対照的に1983年に3万4000人減少したが，この原因は，輸送業． 
と通信業のサブセクターがより下向きに推移し，また「他の民間サービス業」部門一~教
197 
198 闊西大學「紐清論集」第40巻第1号 (1990年4月） 
2 -2? 表生産性の推移
変化率
18193畔79年～均 1 1979 I 1980 I 1981 I 1982 I 1983 
全体 3. 1 2. 5 4.9 2.6 2.4 3. 1 
農業部門 4.2 2.3 16.8 -5.4 4.2 4.4 
非農業部門 2.6 1. 7 3.1 3.2 2.1 3.1 
工業 4.5 2.8 4.1 4.6 5.3 5.5 
建設業 3.5 2.0 5.3 6.2 2.6 1.4 
サービス業 1.2 0.7 1.7 1.5 0.1 2.0 
育，保健衛生，家事サービスなど一ーで雇用の伸びが小さくなった点に求められる。
すでに前に指摘したように，民間非農業諸部門での雇用の減少に見られた鈍化は，これ
らの部門の雇用者（賃金労働者）に生じたものではなかった。こうした雇用者は1982年の
9万3000人減に対して1983年には16万1000人も減少したのである。このように賃金労働者
の雇用動向が悪化した基本的な理由は，非雇用（自営など）による就労状態へのシフト
が，「その他の工業」，「輸送・通信業」，そして「商業」といったサブセクターでかなり大
幅に生じた点に求められる。
最後に労働力調査EPAによれば，政府〔部門〕サービスでは雇用が前年とほぼ同数の
5万人増加したお蔭で，総雇用の減少は大いに一民間部門（だけ）の実績よりも大幅に
一鈍化したのである。
比率でみると GDPが大きく成長し， かつ雇用がわずかながら低下したことから，スペ
イン経済の一人当たり生産性の伸びは， 1~82年の2.4彩から 1983年には3.1形になったが，
この数値は 1979年~1983年の期間の平均値に等しい。このように大きな1983年の生産性
の伸びは非農業部門で記録されたのであるが，その基本的な原因は，サービスの生産性が
ー 1982年に事実上ゼロの伸びを見せた後一一回復したからである。工業の生産性が記録
し続けている大きな伸びーー1982年に5.3彩， 1983年には5.5彩ーーについても指摘してお
かねばならない。
8万9000人の就業者の減少が失業の増加をもたらしたひとつの決定要因であったとすれ
ば， 10万9000人の労働力人口の増加はもうひとつの要因であった。 3年連続でこうした現
象を生じさせた原因の一部は，生産年齢人口の増加一2-28表をみよーーにあり， また
一部は，労働力率（労働力人口／生産年齢人口）の低下が止まった点にある。ところで，
過去において就業者数が減少したわりに失業者数が増加しなかったのは，この労働力率が
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2 -28表労働力人口の推移〔a〕
絶対数 増 減
IV198四3年半期第 1980 I 1981 I 1982 I 1983 
16歳以上の人口 27,398 281 2.4 350 283 
労働力人口 13,210 -67 59 182 109 
就業者数 10,689 -442 -288 -70 -89 
縁辺労働力 87 -10 -21 5 -1 
失業者数 2,434 385 368 247 199 
非労働力人口〔兵役など〕 14,188 348 185 168 174 
出所） INE. 
a〕各年の第w四半期にかんする数値。
2-29表労働力率の推移
第IV四半期 増 減
1981 I 1982 1 1983 ~19821年年第第ww四四半半期期1~19823年年第第Ww四四半半期
全体 48.3 48.3 48.2 0.0 -0.1 
男性 71. 4 70.7 70.0 -0.7 -0.7 
16歳~19歳 50.5 49.2 46.7 -1.3 -2.5 
20歳~24歳 64.7 65.8 65.3 1.1 -0.5 
25歳~54歳 94.7 94.3 94.3 -0.4 0.0 
55歳以上 42.7 40.9 40.0 -1.8 -0.9 
女性 26.9 27.8 28.1 0.9 0.3 
16歳~19歳 38.4 37.6 35.5 -0.8 -2.1 
20歳~24歳 56.2 57.0 56.9 0.8 -0.1 
25歳~54歳 30.7 32.7 33.8 2.0 1.1 
55歳以上 10.3 10.5 10.5 0.2 0.0 
出所〕 INE. 
低下したからである〔2-29表をみよ〕。だが，この数年来，労働力率の低下は事実上止ま
っていた一ー1982年には停滞しており， 1983年には0.1(ボイント）低下したにすぎない
ーが，その原因は，男性の労働力率の低下〔1982年に0.7ボイント， 1983年には0.3ボイ
ント〕が， 女性の労働力率の（上向きの）推移〔1982年に 0.9ボイント， 1983年には 0.3
ボイント〕によって全体的もしくは部分的に相殺されたからである。 16歳~19歳の若者の
労働力率の低下が続いている反面，成人女性の労働力率の上昇もまた一ーその労働市場へ
の参加傾向の高まりを反映して一一続いている点をとくに指摘しておかねばならない。か
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くして，労働力率が維持されたうえに生産年齢人口が増加した〔1983年の増加は前年ほど
ではなかったとはいえ，依然としてかなりのものであった〕ために，労働力人口は大きく
伸びたのであるが，このことが失業を増加させた基本的な原因のひとつになっている。
就業者数の減少と労働力人口の増加によって失業者は， 1983年に19万9000人も増加し，
同年第w四半期にその水準は 243万4000人に達した。かくして失業率は， 1982年末の労働
力人口比で17.1形から1983年第W四半期には18.4%に高まったのである。新規求職中（新
卒など）の失業者の増加が鈍化した一一前年の13万6000人増に対して1983年には6万3000
人増にとどまった一一点を特筆しなければならないが，このことは， 24歳未満の若者にお
ける労働力人口の伸びの低下に対応している。部門別に見ると，建設業とサービス業にお
ける失業者の大幅な増加—それぞれ 2 万9000人と 7 万6000人一ーを指摘しなければなら
ない。性別に見ると，男性の失業率は 1.5ボイント上昇して，その労働力人口の17.1彩に
達し， また女性の失業率も 1.1ボイント上昇して，（その労働力人口の） 21.4彩にのぼっ
た。年齢階層別では， 16歳~19歳の階層の高い失業水準〔この年齢層の男性については，
当該労働力人口比で51.5形，また女性については 53.4彩〕と， 20歳~24歳の階層のそれ
〔同じく，男性については36.4彩，女性については40.1彩〕を特筆しなければならない． 
が，そのうえにこれらの年齢層では，失業率の上昇もより激しいのである。
2 -30表失業の推移〔a〕
絶対数
霜靡贋I
増減
1980 I 1981 I 1982 I 1983 
失業者総数 2,434 385 368 24? 199 
新規求職者 949 136 172 136 63 
雇用経験者 1,485 249 196 110 136 
農業 123 26 ゜ ゜ 10 工業 432 63 92 44 21 
建設業 393 59 31 12 29 
サービス業 537 101 73 54 76 
出所〕 INE. 
a〕各年の第W四半期にかんする数値。
3. 公共部門
経済危機や社会情勢それに人口動態が，歳入と歳出の両面で財政政策に課した厳しい条
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件を考慮するならば， 1983年における政府部門の活動の結果，経済政策は公共赤字を抑制
するのに比較的成功したものと評価されねばならない。この赤字は1982年に5909億ペセタ
増加し，また対 GDP比では1981年の3.2形から5.6彩になった。 1983年にこの赤字は 1兆
3406億にのぼったが，これは1982年に比べて2263億の増加であり， またGDPの一ーその
2 -31表政府部門の歳入と歳出〔金融勘定を除く〕
単位： 10億ペセタ 増加率彩 対 GDP比彩
1982 I 1983 1982 1 1983 1982 I 1983 
1. 総収入 6,124.4 1,333.0 12. 9 19. 7 30.8 32.2 
1. a・経常収入 5,987.2 7.176.0 13.0 19.8 30.1 31. 5 
所得税・資産税 1,306.2 1,682.6 5.5 28.8 6.6 7.4 
生産税・輸入税 1,473.6 1,891.9 20.4 28.4 7.4 8.3 
社会保障費 2,576.2 2,966.1 12.7 15.1 13.0 13.0 
その他の経常収入 631.2 635.4 15.5 0.7 3.2 2.8 
1. b・資本課税 42.3 49.2 14.9 16. 3 0.2 0.2 
1. C・資本移転 2.0 1.4 -58.3 -30.0 
1. d・調整：固定資本償却 92.9 108. 4 11.6 14. 5 0.5 0.5 
2. 総支出 ?,238.? 8,673.6 21. 7 19. 8 36.4 38. 1 
2. a. 経常支出 6,256.6 7,440.7 19. 2 18.9 31. 5 32. 7 
公共消費 2,402.5 2,808.3 19.3 16.9 12.1 12.3 
公務員の報酬 1,869.7 2,146.2 15.0 14.8 9.4 9.4 
財・サービスの純購入 439.9 555.7 44.5 26.3 2.2 2.4 
固定資本減耗 92.9 106.4 11.6 14.5 0.5 0.5 
移転支出 3,854.1 4,632.4 19.1 20.2 19.4 20.3 
社会保障給付 2,991.7 3,422.0 17.1 14.4 15.0 15.0 
経営補助金 367.2 501.5 24.7 36.6 1.8 2.2 
経常移転支払 (a〕 316.1 411.3 22.6 30.1 1.6 1.8 
利払い 179.1 297.6 40.2 66.2 0.9 1.3 
2. b・資本支出 982. 1 1,232.9 40.6 25.5 4.9 5.4 
総固定資本形成〔b〕 543.2 668.4 43.6 23.0 2.7 2.9 
資本移転支払 438.9 564.5 37.0 28.6 2.2 2.5 
3. 赤字〔一〕／黒字〔1-2〕 -1, 114. 3 -1, 340. 6 -5.8 -5.9 
4. 最終需要：総消固費定＋資本形成 2,945.7 3,4?6.? 23.2 18.0 14.8 15.3 
5. 純貯蓄〔1a-2a〕 -269.4 -284. 7 -1.3 -1.2 
出所〕 BEの推計による。
a)国際協力（援助）を含む。
b)土地の純獲得（購入）を含む。
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年の目標として定められた比率に等しい―-5.9彩に相当した〔2-31表をみよ〕。
しかしながら，公共赤字の原因が根深いうえに，財政政策は，対処されねばならない多
様で錯綜した諸問題によってかなり限定された枠内で運営されている。それゆえ，公共赤
字の伸びを制限するという目標は諸困難に直面しており，そのため1983年に挙げられた成
果も，ある趨勢一ーそれを支配する要因は修正されていないーーが一時的に変化した結果
にすぎないのではないかと懸念されている。確かな保証のない歳入予想と拡大傾向のある
予算上の信用（赤字）とに基づくこうした不安は，①いくつかの会計（基準）の修正によ
って1983年の歳入が有利化し，③予算の承認が遅れたために通常よりもゆっくりとした支
2-6図政府部門の歳入と歳出〔金融勘定を除く〕
—対 GDP 比ー一
％ 
40r I ＇歳入
:t I且歳出
34← 
32 .
30 .
28 .
??
??
34 
????
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払いの執行がなされ，⑧19糾年の予算ではあらたな公共赤字の増大が見込まれている点を
考慮に入れれば，一層高まるのである。そこで， 1983年の成果をより広い時間的な視野か
ら眺めることが必要であり，またまさにそうした視座が採られた時，公共部門の不均衡が
修復局面に入ったとは到底信じられなくなるのである。こうした事実は，財政政策が，①
歳入面では， 租税圧力（税収プラス社会保障費/GDP) を執拗かつ大幅に引上げつつ，
R歳出に関しては，基本的な諸項目の引締め策を踏襲しようという枠組みのなかで生じて
いるがゆえに一層気掛かりであり，また需要の剌激を指向した支出拡張政策の展開が図ら
れてもいないのに公共赤字の悪化が生じているがゆえに，一層気掛かりなのである。公共
・（収支）勘定の不均衡はもっぱら，懸案になっている諸々の不均衡や硬直性そして再調整
を全体として反映しており，それらの歳出にたいする圧力は，歳入の側で得られた成果を
大幅に超えている〔2-6図をみよ〕。
公共部門の推移は，一方で，非金融収入に見られた躍進一ーこの収入の伸びは， 1982年
の12.9%増に比べて大きく加速し， 1983年には19.7%増になったが，なかでも税収の伸び． 
はより好調で， 1982年の12.8%増から1983年には28.4彩増になった一に現われている。＇
しかし他方で， 1983年に一前年の21.7%増をわずかに下回る19.8彩増となった一ー非金
融支出は，財政政策によって支援された社会的経済的圧力をはっきりと反映している，ぁ
るいは〔望むならば〕それは，調整と健全化のための政策が社会のあらゆる側面で奨励し
ている抵抗を反映している〔と言ってもよかろう〕。
厳しい公共支出政策の適用が妨げられるならば，スペイン経済の将来も経済危機の克服
も危うくなるであろう。とはいえ，より直接（短期）的に考察すれば，依然として公共支
出は，政府部門の最終需要をつうじて—もっとも，その財・サービスの購入内容によっ
ては，輸入をつうじて（政府需要の）漏出が生じる点も考慮に入れねばならない—，ま
た公共部門が（所得）再分配活動を介して民間消費に与える効果をつうじて，経済活動を
剌激する役割を演じている。 1983年については，最終公共需要は名目で18.0形伸びたが，
これは1982年の23.2彩の伸びに比べると鈍化している。その原因は，公共投資が大きく鈍
化した一ーその伸び率は1982年の43.6%から1983年には23.0%に下がった一ーからであ
り，また公共消費のほうも， 1982年も1983年も同じような率ー一それぞれ19.2彩と18.9%
ーでしか拡張しなかったからである。最終公共需要の鈍化は，名目よりも実質で計るほ
うがより顕著であった。というのも1983年に公共消費は，前年の6.1劣増にたいして推定
で4.1彩しか伸びず，また投資支出についても，名目上の鈍化のほかに1983年には当該デ
フレーターが前年に比べてわずかに上昇した点も加味しなければならないからである。い
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ずれにせよ，政府部門の需要は1983年に GDPを実質で0.7ボイント押し上げた〔ちなみ
に1982年には1.3ボイントであった〕。 1983年の予算をつうじての再分配活動〔つまり社会
保障の給付マイナス拠出の総合作用〕は，家計の可処分所得にたいしてこの数年来とおな
じプラスの影響を与えたが，その剌激作用も1982年よりは小さかった。 1983年に社会保障
給付が伸びたために，家計の可処分所得は2.9%増加〔1982年は3.4彩増加〕したが，他方
で社会保障負担が増大したために，この可処分所得は 2.6%〔1982年は2.2彩〕控除され
た。家計所得の分野に限定すると公共部門の分配効果が一―•マクロ経済のレベルにおいて
も，人口の諸階層もしくは諸部門にかんしても一一枯渇していないことは，社会保障の給
付と拠出を考察するだけで明白になる。そこで， 1983年について，家計にたいする直接税
の急増，ならびに逆の意味での，経営補助金の際立った増加を指摘しておこう。こうした
補助金は，赤字の公企業に集中されたが故に，価格調整よりもむしろ所得支持のための移
転という意味を持つことになった。． 
それゆえ， 1983年に行われたより制約的な財政政策への方向転換は，ー一そうした政策
方針が，前に指摘したように，その年の公共赤字の拡大傾向を修正したものの，拡大その
ものを阻止できなかったのと同様に一＿予算（をつうじての）活動の拡張的な影響を削減
はしたものの，除去するに至らなかったと結論できるであろう。
3. 1. 歳入
1983年に歳入が前年に比べて加速的に増大したのは，租税圧力がかなり上昇したことを． 
示しているが，この上昇の一部は，その年度に承認された納税規準とより厳格な納税義務
の履行とによってもたらされた。しかしながら， 1982年から1983年への歳入の好ましい推
移において，いくつかの租税を時間的に（各年度に）帰属させる際の基準の変化もまた重
要な意味をもっている。そうした変化は一ー1982年に歳入の削減と1983年には（逆に）そ
の追加をもたらした限りにおいて一ーその両年を比べた時に，二重の効果を発揮してい
る。 1983年の歳入の推移におけるそうした変化の諸結果を考察することは，分析上興味あ
るだけでなく，租税制度がもつ潜在的な徴税能力を推測し， したがってまた適切な租税政
策を策定する際に，誤りを避けるうえでなによりも不可欠である。同じ意味で， 1983年の
飛躍的な税収の増加は，広範な分野で一一骨の折れるしっかりした努力を，メドがつくま
で遂行することを要する一ー脱税にたいする戦いが再び活発にならないかぎり，継続性を
持ち得ないであろう。
1983年に〔金融勘定を除いた〕歳入の伸びは19.7彩〔1982年は12.9彩〕であったが，こ
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2 -32表財政収入
単位： 10億ペセタ 変化率 対 GDP比
1982 I ． 1983 1982 j 1983 [ rn82 J 1983 
総 額 5,398.3 6,589.8 12.8 22.1 21.2 28.9 
租 税 2,822.1 3,623.? 13.0 28.4 14.2 15. 9 
所得税・資産税 1,306.2 1,682.6 5.5 28.8 6.6 7.4 
個人所得税 903.5 1,196.2 9.5 32.4 4.5 5.3 
労働所得源泉徴収 739.9 938.4 10.3 26.8 3.7 4.1 
資本所得源泉徴収 107.9 129.5 30.3 20.0 0.5 0.6 
所得階層別割当税など 55.7 128.3 -43.6 130.3 0.3 0.6 
資産税 19.7 18.6 35.9 -5.6 0.1 0.1 
法人所得税 252.5 320.0 21. 4 26.7 1. 3 1.4 
資本所得源泉徴収 100.2 129.5 28.8 29.3 0.5 0.6 
所得階層別割当税 152.3 190.5 17.0 25.1 0.8 0.8 
その他 130.5 147.9 -20.1 13.3 0.7 0.7 
生産税・輸入税 1,473.6 1,891.9 20.4 28.4 7.4 8.3 
生産税 1,134.5 1. 479. 9 19.0 30.4 5.7 6.5 
企業取引税 514.3 674.0 32.5 31.1 2.6 3.0 
消費税 492.3 593.6 0.4 20.6 2.5 2.6 
遊興税 58.8 95.1 -2.2 61.7 0.3 0.4 
資産譲渡税 148.4 166.3 9.4 12.1 0.7 0.7 
その他 160.3 256.3 159.0 59.9 0.8 1.1 
輸出に対する租税減免〔ー〕 239.6 305.4 31.1 27.5 1.2 1.3 
輸入税 339.1 412.0 25.6 21. 5 1. 7 1.8 
資本課税 42.3 49.2 14.9 16.3 0.2 0.2 
社会保障費 2,516.2 2,966.1 12. 7 15.1 13.0 13. 0 
実効的社会保障費 2,365.3 2,714.1 13.0 14.7 1. 9 1. 9 
企業負担額 1,843.4 2,071.1 1. 6 12.4 9.3 9.1 
被雇用者負担額 380.0 481.1 15.5 26.6 1.9 2.1 
自営業者負担額 141.9 160.9 26.5 13.3 0. 7 0.7 
擬制的社会保障費＊ 210.9 252.0 9.2 19.5 1.1 1.1 
＊）擬制的社会保障については，「スペイン経済： 1987年」（本誌39巻2号） 221ページ
の脚注1をみよ。（訳者）
出所〕 BEの推計による。
れによって GDPに占めるこうした収入の比率は 1.4ボイント上昇した。また，この83年
と82年の財政収入の伸びは，それぞれ22.196と12.8彩で，大いに対照的であった〔2-32表
をみよ〕。その反面， その他の歳入〔金融勘定を除く〕は1983年に安定的に推移した。と
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いうのも，不動産収入と企業収入〔スペイン銀行の利澗〕の減少が，基本的にはロッテリ
アとキニエラ（いずれも公営ギャンブル）による移転収入の増加に見合っていたからであ
る。財政収入のなかの租税と社会保障費の動向は， 相互の間でもまた 1982年と比較して
も，非常に異なっていた。租税は1983年に，前年の13.0形増から28.4彩増になったのに対
して，社会保障費は前年の12.7彩増から15.1彩増にとどまった。それゆえ，財政収入の加
速的増加は，すでに言及した特異な税収（の動き）が集約的にみられた租税の動向によっ
て基本的に説明される。
さらに，租税のなかでは一ーいずれも， 大幅で甲乙つけがたい伸びを記録したのだが
—より急激な増加が見られた所得税; 資産税と，それより緩やかだとはいえかなり増加
した生産税・輸入税とを区別できるであろう。
所得税と資産税は，時間的な（年度間の）帰属にかんする変更と租税圧力の上昇とを著
しく反映していた。だからこそ， 1982年の5.5彩増から1983年の28.8形増への急伸が説明
できるのだが，これらの率はいずれも諸経済主体の所得の推移から掛け離れたものであっ
た。個人の所得税は 32.4彩増大した〔1982年は9.5劣増であった〕が，この伸び率にたい
＇して， 1982年から1983年にかけて対照的だった（所得）階層別割当税額cuotadiferencial 
の推移は一一労働所得の源泉徴収が26.8形伸びたのも無視できないとしても—無関係で
はない。資本所得の源泉徴収については20.0彩の増収があった。法人の所得税は，資本源
泉徴収20.9;ilる増と階層別割当税30.6彩増―ここには，その割当税の次年度分の20彩を繰
り上げて納入することを求められた追徴分が含まれている一ーとが組み合わさって26.7彩
〔1982年は21.4彩〕増加した。最後に，所得税と資産税については，実施後6年も経つの
にまだ意味のある課税になっていない資産税の税収が，わずかに後退した点を指摘してお
こう。
生産税と輸入税にかんして， 1982年の20.4彩の伸びに比べても大きい28.4彩の増収があ
ったのは，この数年来，所得にたいして過度に急激な圧力を掛けることなく公共赤字を軽
減するために，間接税をつうじて租税圧力を高めようとした持続的な政策の成果である。
間接税の増加によるインフレ的な帰結にも配慮しなければならないとしても，所得にたい
する急激な圧力は，いろいろな観点から不適切であると判断されるからである。こうした
（間接）税の納税期間の変更が1982年と1983年の間にいくつか導入されたが，それによっ
て1983年の税収がいっそう高まった点も指摘しなければならない。上記の政策は基本的に
企業取引税 !TEに依存してきた。この !TEは1983年に一ーその前の3年間に平均32.1
％の年率で伸びた後に一31.1彩の増収があったが，それは税率の引上げと大いに関連し
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ている。これらの租税のなかで，エネルギー関連製品の価格上昇と税率の若干の引上げと
に起因しているに違いない消費税の20.6彩増と，輸入税の21.6%増についても特筆してお
こう。 61.7彩も増大した遊興税 tasasde juegoのなかにはさまざまな動きが見られ，
またこれとは別に，資産譲渡による税収は12.1彩伸びた。輸出にたいする租税減免—そ
れは，生産税と輸入税の和から差し引かれるべきものである一ーは， 1983年に27.5彩増え
て3054億ペセタに達した。
社会保障負担について言えば，雇用の創出を促進するために労働コストに占める社会保
障負担のウェートを引き下げようとしてこの数年らい試みられきた負担鈍化（傾向）が，
1983年の伸びによって中断された。しかしながら，これまでの傾向からの離反は，優先的
に引き下げることを試みられた企業側の負担の場合，ずっと目立たなかった。 1983年にこ
うした企業負担は， 1982年の11,6彩増をごくわずかに上回る12.4%増にとどまった。企業
負担率は，最低基準と最高基準がそれぞれ13彩と21.7彩引き上げられた結果，平均基準は
15.7彩上昇したにもかかわらず，企業による払込分全体で一ー3彩（減）に相当する一一
1ボイントの低下をみた〔時間外労働に伴う負担は含まない〕。すべての社会保障制度の
拠出者数は， 1982年から1983年にかけて平均1.8彩増加した。社会保障とくに（擬制的で
ない）実効的社会保障の負担の加速化は， 1982年の 15.5彩増から1983年には 26.6彩増に
拡大した，被雇用労働者の支払増に大いに関連している。 0.3ボイントの平均負担率の上
昇ー一これは5.4彩（の負担増）に相当する一一ーとならんで，公務員にたいして 0.5彩の
率（の引上げ）が適用され始めた点も考慮に入れなければならない。自営労働者の負担増
は，拠出者数が10彩以上も増加したにもかかわらず， 1982年の26.5彩増に比べると鈍化し
て13.3彩にとどまった。
3. 2. 歳出
GDPの伸びをかなり上回る率で歳出がさらにもう一年増大したために， GDPに占め
るこの支出はあらたに膨張して，すでにその38彩にも達した。この数年らい生じているこ
とだが，投資支出は経常支出よりも高い率で伸びた。とはいえ， 1983年に両者の伸びはか
なり似かよったものになったが，このことは，①消極的な歳出の推移を特徴づけており，
また②歳出増の抑制を目指した政策が，資本支出やより具体的に言えば公共投資の鈍化に
大いに依拠せざるを得なかった点をも明らかにしている。資本支出の伸びは1983年に25.5
% 〔1982年は40.6彩〕であったのに対して，経常支出は18.9彩〔1982年は19.2%〕増加し
たが，そのうち公共消費と移転支出の伸びはそれぞれ16.9彩と20.2彩〔1982年にはそれぞ
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れ19.3彩と19.1%〕であった。
公共〔名目〕消費で達成された鈍化は，①公務員の報酬について指定された伸びと，R
民生用財・サービスの購入にかんする予算上のガイドラインとから予想されたほど，強く
はなかった。 1983年に公務員の総俸給は前年の15.0彩にほぼ等しい14.8彩の伸びをもった
が，それは①人員の拡充_/公共部門における雇用の平均的な伸びは3.1形と推定された
―と，R若干の（労働）協約に伴う特別の賃金改定と職種間の等級変更，によって押し
上げられたものである。人員の拡充と，一般的に言って公共消費の増大は，①自治（地方
分権）化のプロセスの進展や，③地方公共団体へ委譲されてきた課税とファイナンスの
（権限の中央政府における）縮小と無関係ではない。こうした事実は公共消費の制度的構
造を根底から変えつつある。つまり中央政府の消費を犠牲にして，自治州の消費がきわめ
て急速に伸び，また地方公共団体の消費もそれより緩やかだが伸びているのである。他
方，ふたたび公共消費は，軍備の近代化計画が遂行された結果，軍事支出が伸びたために
押し上げられたが，この軍事支出によって，政府部門による財・サービス購入が1983年に
26.3彩も大幅に増加した点が説明される。もっとも，公共消費の上記の鈍化が集中したの
も，まさにこうした項目であった。
政府部門の移転支出の分野では，数年来の特徴であるダイナミックな動きが1983年にも
維持されたことから， GDPに占める公共支出の系統的で力強い拡張はほぽ決定的になっ
た。こうした支出の1983年の伸びは，一ーすでに説明したように1982年のそれによく似た
ものであるが，しかし—―—項目別に見てみてもまた各支出項目を1982年の実績と比較して
みても，非常に異なった動きが組み合わさっている。社会保障給付の基本項目は， 1982年
のそれ〔17.1彩〕を下回る14.4彩の，比較的ゆるやかな伸びを示したのに対して，経営補
．助金と利払いはそれぞれ一ー24.7%と40.2彩の率が記録された1982年に比べて加速化した
一36.6彩と66.2彩というかなりの上昇を見せたのである。
社会保障給付の推移〔2-33表をみよ〕は，社会保障予算が作成された際のいろいろな
年金支出に関する緊縮化の基準に対応している。とはいえ年金（総額）は， 1982年の17.0
％増を上回る20.4彩も増加した。こうした上昇率をもたらすうえでふたたび重要な役割を
果たしたのは，人口の動態と退職年齢の繰上げから生じた，年金受給者の増加であった。
1983年に社会保障制度のなかの年金の数は4.7. 彩増加し，平均年金額は16.4彩高まって月
額2万2700ベセタになったが，それは，一般的な改定と年金受給層の更新に伴う上昇効果
とが重なったからである〔注〕。
失業給付の伸びは1983年に13.6彩であったと推定されるが，この率は一—•多くの失業者
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2-33表社会保障給付
単位： 10億ペセタ 変化率 対 GDP比
1982 I 1983 1982 11983 1982 11983 
総 額 2,991.? 3,422.0 17.1 14. 4 15.1 15. 0 
現金給付 2,526.5 2,922.4 1?.8 15. 7 12. 7 12.8 
年 金 1,515.0 1,824.0 17.0 20.4 7.6 8.0 
一時的労働能力喪失 134.8 147.7 7.0 9.6 0.7 0.7 
暫定的労働障害 41. 7 43.0 10.0 3.1 0.2 0.2 
家計扶助 47.3 51.5 -10.6 8.9 0.2 0.2 
失業給付 510.8 9.0 2.6 
完全失業給付 278.0 4.3 1.4 
部分失業給付 19.9 - -4.3 0.1 
失業手当：「社会保障」分担分 122.7 2.9 0.6 
共手同雇当用基金＊•特別基金などの 45.0 - 123.9 0.2 
「雇〔推用促計進〕計画」による助成分 45.2 7.6 0.2 
「スペイン内戦」年金 39.0 - 45.5 0.2 
諸特別基金等による支払 237.9 - 73.2 1. 2 
現物給付 465.2 499.6 13. 2 7.4 2.3 2. 2 
保健・衛生 440.9 470.6 30.4 6.7 2.2 2.1 
社会的給付 24.3 ?9.0 7.5 19.3 0.1 0.1 
〔参考〕：支給機関
国 289.9 324.8 15.2 12.0 1. 5 1.4 
（本来の）社会保障制度 2,025.7 2,326.8 21. 7 12.9 10.2 10.2 
その他の社会保障制度 629.0 696.8 12.9 10.8 3.2 3.1 
その他の行政機関 47.1 74.0 -10.1 57.1 0.2 0.3 
出所〕 BEの推計による。
＊）共同雇用基金 FECについては，本誌3睛籾号， p.156の脚注を参照されたい（訳
者）。
にとって失業状態が慢性化し，また失業が増加した結果一＿失業者にたいする適用範囲が
後退したことを示唆している。 1983年に失業保険の基本的給付の受給者は，平均して1982
年の実績を 8.7彩下回ったのに対して，失業者は〔登録された失業者の時系列によれば〕
17.9彩も増えた結果，（失業保険の）適用率は1983年に，前年の30.4%から23.5彩に低下
注〕 1983年に，高額年金の平均月額は2万7600ペセクで，他方，低額年金の平均月額は2
万2100ペセタであったと推定される。
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したのである〔1〕。〔社会保障への拠出額を除いた〕平均給付額は21彩上昇した。医療・
疇給付の受給者は，あの慢性的な失業の結果，新しい就業機会を見出す前に保険期間が
切れてしまう場合が多くなったために， 1982年から1983年にかけて倍増した。
最後に，社会保障給付における現物給付〔基本的には保健衛生関係〕の， 7.4彩という
ゆるやかな伸びを特筆しておこう。これは社会保障支出を合理化し規制する政策に呼応す
るものであるが，この政策によって，たとえば医薬給付の場合，出された処方箋の数は，
1982年から1983年にかけて1.4彩〔カルテ 1枚当たり平均の処方箋（の数）は2.4%〕減少
し，また処方箋1通当たりの平均支出はたった12.2形増に抑えられたのである。
1983年に経営補助金は，前年に比べてもまた数年来の平均的な伸びに比べても加速的に
増えた。しかしながら，そうした加速化は基本的に，この数年束 諸資金の前払いを正
規化したり1983年以前の諸年度の予算不足を手当したりするための「信用供与に関する法
律」〔1983年 3 月制定〕にもとづく措置にしたがって—移転収支の会計処理の方式が整
備されたことによるものである。国からの補助金の伸びは，とくに公企業への補助金を反
映した，上記の法律による支出を含めると， 13彩から55彩に高まった点を指摘するだけで
充分であろう。それゆえ， 1983における補助金とその急増は，公企業や公的機関が現実に
ぅったえている諸要請が，いくぶん誇張して表明されたものに他ならない。もっとも依然
として1984年においても， 1983年3月に制定された法律を本格的に履行すれば，経営補助
金のかなりの増大が生じるであろう。
利払いは，政府部門とくに国が急速に赤字化した結果，活発に伸び続けているが，国は
こうした政府部門全体の負債の重荷を基本的に支えている。というのも国からの移転支出
は，他の公的諸機関をファイナンスするうえで重要な位置を占めているからである。政府
部門の1兆3406億ペセタの赤字のうち，国の赤字は1兆2589億を占めているが， しかし他
の諸機関への経常的な純移転支出だけで1兆ベセタを超えている。公共部門の急速な赤字
化ーーすなわちスベイン経済の金融資金を公共部門の側で吸い上げる，その比率の急激な
高まり一ーは，公共赤字が卒んでいる最も撹乱的な側面のひとつである。政府部門の貨幣
的ならびに金融的側面は，次章以下で詳しく扱われる。利払いについては，利子率が国内
外ともに意味のある低下をするとは期待できないと同時に，その上昇は問題の赤宇を嵩じ
させる要因となりうるがゆえに，今後もかなり増大し続けるであろう。さらに付け加える
1〕これらの適用率は，補助的給付の受領者をも含めると，それぞれ35.8彩と28.6彩に高
まる。
210 
スペイン経済： 1983年ーースペイン銀行「年次報告」より一―-(楠） 211 
と，金融政策の編成において1983年末から導入された変更一一国庫証券の代わりに管理通
貨の保証発行CRMを行うこと＿によって，これまではスペイン銀行の営業成績のなか． 
にあらかた隠れていた赤字に伴う金融コストは，利払いの項目により良く反映されるであ
ろう。
1983年に資本支出の伸びはふたたび経常支出の伸びを上回ったが， しかし両者の差はこ
の数年来に比べて目立たなかった。このことは，①民間投資の衰退による兼気後退の影響
を公共投資をつうじて軽減させる政策や，③予算割当の面で資本支出がこうむってきた地
盤の相対的沈下に歯止めを掛ける政策が，後退したことを意味している。 1983年に資本支
出は25.5%伸びたけれども，その前の3年間の年平均伸び率は37.8%であった。総固定資
本形成は1983年に，その前の3年間に（年）平均36.8%も増えたのに対して， 23.0%の増
加にとどまった。すでに指摘したように，ーー1983年に国の予算執行水準は〔総支出の実
績（約2%ボイントの低下）とは対照的に〕前年のそれをわずかながら上回ったにもかか
わらず， また自治州によって実現された投資が， これらの機関の予算と国の移転支出か
ら予想できなかったほど異常に伸びたにもかかわらず＿とくにひどい鈍化が見られたの
は， 1982年から1983年にかけてのこの資本形成（の項目）であった。国の新たな政策編成
は，公共投資を計画し実行する諸機関に，公共消費の場合と同じように根底的な修正を迫っ．
ている。 1983年の資本移転については，その前の3年間に年平均で38.9%も伸びたのに，
28.6%の伸びしか見られなかった。こうした項目への配分（分類）の基準には，ー一受
入れ機関の観点から，これらの移転を他の経常的な移転とはっきり区分するのが不可能で
あるのと同様に一ー議論の余地がある点を指摘しておこう。 （たとえば） 1983年に重要な
実例となったが， 「食糧（調達・輸送）庁」 CATおよび自動車道路公団がスペイン銀行
と締結した信用（残高）の償還にかんして，国の側が行う支払は資本移転として分類され
たのである。
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